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イ ン ク ー オ ペ ラ ピ リ テ ィ

第 二 電 電 構 想 の ゆ く え

力三ノ.オ電 子会 議 シ ヌ、フー∠二、

◎ 台 湾 σン1善報化 週 間
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)ノ ■ コンビ=一 夕とコミュニケーションの融合 《C&C》 のもと、最新のアーキテクチャを駆使 し、

数々の 先進技術を採用して時代 の多様 なニーズに応 えています』

NEC日 本電 気が 世界 に誇 る通信 技術

や電子デバイス技術 に、最 新 のアーキテク

チャを駆使 した世 界最 高速の スーパーコ

ンピュータ《SX-2》。 ここで 実証 した先 進

技術の もと、多彩な機 能 と柔 軟性 のあるソ

フトウェアを備えたNECコ ンピュータは、そ

れぞれ優 れた性 能が 高く評価 され、さまざ

まな分野 で今 日も重要な働 きをしています。

●世 界 最 高 速 の 〈スー パ ー コンビa－ タ>

SX-1、SX-2

●世 界 最 大 を頂 点 とした 《汎 用 コンビ=一 タ>

ACOSシ ステ ム250、410、350、430、450、550、

650、750、850、950、1000、1510、1520、1530、

1540(中 ・小 型 ～ 超 大 型)

●多 彩 な複 合 機 能 の くOAオ フィス コンビa－ 夕>

NECシ ステ ム8、50/ス ー パ ー8、50/38、

100/48、|00/58、150/68、150/78、150/88

●先 進 の16ピ ット〈パ ー ソナ ル コンビ=一 夕>

PC-100、PC-9801E、PC-9801CPC-9801M2、

PC-9801M3、N5200モ テリレ05mkll

●洗 練 の8ビ ット<パ ー ソナル コンビrタ>

PC・2001、PC-6001mkll、PC-6001mkllSR、

PC・6601、PC-6601SR、PC-8001mkII、

PC・820LPC-8801mkll

●〈分 散 処 理 専 用 コン ピュータ〉の エ ース

N4700分 散 処 理 システム

●32ビ ットの くスーーパ ー ミニ コンピz－ 夕>

NECMSl35、175、190

●低 価 格 の 〈高 性 能 ミニ コン>

NECMS8モ デ ル3

●OA複 合 機 能 の 〈オ フィスター ミナ ル>

N6300モ デツレ55

●OAの 先 端 で 活 躍 す る〈ター ミナル 〉

インテ リジェン トター ミナル

デ ー タエ ントリター ミナ ル

業 種 別 専 用 ター ミナ ル

業 務 別 専 用 ター ミナ ル

●世 界初 、

〈音 声 日本 語 ワードプ ロセッサ 〉

文豪VWP-103Nモ デル2

●OAの 日用 品、

〈日本 語 ワードプロセッサ 〉

文豪5N、5V、 文豪NWP-8N、

13Nモ テル2、20Nジ リーズ、N6308-10

●新 入 力方 式 の

〈パ ーソナル ワードプ ロセッサ>

PWP-IOO

●効率 的 、経 済 的、高速 な

〈ローカルエ リアネットワーク>

C&C-NETLOOP6770/6525他

C&C-NETBRANCH4670/4680他

C&C-NETSTAR2400/2800他

●OAシ ステムを包含 した

ネットワークアーキテクチャ〈D‖NA>

C&C光 ネットワークシステム

C&Cネ ットワーク構 成 機器

C&Cネ ットワークソフトウェア

郎tECコ ンピュータ
日本電気株式会社
お問 合 せ は:情 報 処 理 ・宣 伝
TEL(03)454-llll(大 代 表)
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JE㏄ は国産コンピュータを通じて

社会 に貢献しま尤

、

国産電子 計算機 をレン タル す る

日本電子計算機株式会社
東 京都 千 代 田区 丸 の 内3-4-1新 国 際 ビル5F

●100TEL.03(216)368|(代 表)



システムは未来 を拓 く

JSD
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JSDは ソフ トウェア業界の技術 力を結集 し、共同 して幅広 いシステム開発

に取 り組んでいます 。

● シ ステ ム ・コ ンサ ル テー シ ョン

● ア プ リケ ー シ ョン ・システ ムの 開発

● ベ ー シ ッ ク ・ソフ トウェア の開 発

● ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの販 売

●調 査研 究

」5D編㌶鱗 巖㌔
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特 集1

インターオペラビリティ

■ イ ン ター オペ ラ ビ リテ ィの課 題/長 谷 川英 一

■ イ ンター オペ ラ ビ リテ ィの 確立 を望 む/前 野 和 久

イ ンターオペ ラ ビ リテ ィの課題

通商産業省機械情報産業用電子機器課

長 谷 川 英 一

高度情報化社会の構i築の必要性が叫ばれてか ら

久しい。実際に,こ こ数年の情報機器 ・システム

の技術革新は予想 もできなかったほどのスピー ド

で進んでいる。 しか しなが ら,ス タンド・アロー

ンの技術は進み,ま た,企 業内等のオンライン化

も大きく進んでいるなかで,思 ったほど,い わゆ

るネットワーク化が進んでいないと感 じる人 も多

いのではないだろうか。

この要因として,様 々なものが考えられよう。

法制面の制約や,純 粋にビジネスの計算からの躊

躇 な どが大 きな 要 因 で あ ろ う こ とは間 違 い の な い

と ころ だ が,今 一 つ 見 落 とす こ とが で きな い もの

に,情 報機 器 ・シス テ ムの相 互 運 用 性(イ ン ター

オ ペ ラ ビ リテ ィ)の 問題 が あ ろ う。 す なわ ち,ネ

ッ トワー ク化 の ニ ー ズは 強 くあ りな が ら,実 際 に

は,存 在 す る情 報 機 器 ・シス テ ムが 簡 単 に は ネ ッ

トワー クに つ な が らな い 。 だ か ら,何 か の 解 決 方

策 が 現 れ る まで は,ネ ッ トワー ク化 を 見 合 わ せ よ

う とい うよ うな 実 感 が 多 くあ った の で は な い か 。



ネ ッ トワー ク化 だけ の問 題 で は ない 。 卑 近 な例

で 言 えば,ワ ー プ ロで 作 成 した 文 書 を フ レキ シ ブ

ル ・デ ィス クの形 で 交 換 した い,で もお 互 い の 使

用 機 種 が 異 な るた め,フ レキ シ ブル ・デ ィス クを

読 む こ とが で きな い,と 言 った こ と も同 様 に イ ン

ター オ ペ ラ ビ リテ ィの 問題 と言 え る の で あ る。

通産省では,こ れらインターオペラビリティの

問題が今後の情報化の鍵を握るものの一つである

との問題意識から,58年12月 に,機 械情報産業局

長の私的研究会 として,情 報処理相互運用基盤研

究会(イ ンターオペラビリティ研究会)(座 長:

山下勇三井造船会長)を 設置 し,広 くインターオ

ペ ラビリティ確保の方策について検討を続けてき

た。このたび,こ の研究会の報告書がまとまった

のを機に,こ の概要を紹介することでインターオ

ペラビリティの課題を整理するとともに,今 後の

これらへの,取 り組みの方向について触れ ること

とする。

報告書の要点

1.検 討 の 基 本 的 視 点 … … 何 故,今,イ ン ター オ

ペ ラ ビ リテ ィか

汎 用 コ ン ピ ュ ー タ,パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュ ー

タ,ワ ー ドプ ロセ ッサ 等 の 各種 情 報 関連 機 器 は,

今 後 社 会 の あ らゆ る局 面 に 浸透 し て い くこ とが 期

待 され る。

この よ うな 中で,情 報 関 連 機 器 ・シ ス テ ムを め

ぐ る問 題 が 数 多 く指 摘 され てい る。

・ パ ソ コ ンや ワー プ ロの操 作 方 法 が 機 種 毎 に

異 な り使 い に くい 。

・ コ ン ピ ュー タに異 機 種 の端 末 を接 続 す る こ

とが 困難 で あ る。

・ 旧機 種 で使 用 し て い た ソ フ トウ ェアが 新 機

3

種では使用できない。

・ 業種間で業務形態(帳 票,コ ード等)が 異

なるためオンライン化が困難である。

これ らの諸問題の解決は,今 後の一層の情報化

の進展を考える上で欠くべからざる基盤整備と位

置付けられる。このため,こ れらの問題を 「イン

ターオペラビリティ(相 互運用性)」 の確保 の問

題としてとらえ,幅 広い観点から検討を行 うこと

が必要である。

(注)イ ンターオペラビリティとは

本研究会では,「 インターオペ ラ ビ リテ ィ」

を,「 情報関連機器 ・システム相互間,情 報関連

機器の構成要素間,又 はこれらと利用者の間,あ

るいは情報関連機器 ・システムを利用する組織間

で,情 報が円滑に,し かも十分満足する程度に交

換,処 理できること。」 のような意味で用いてい

る。

2.イ ンターオペラビリテ ィをめ ぐる諸問題

…整理の試み

インターオペラビリティの問題が生じる局面に

着 目すると,① 利用者と機器の相互運用,② 機器

・システム間の相互運用,③ 利用する組織間(企

業内部門間,企 業間,異 業種間等)の 相互運用の

三つに大別し整理できる。

それぞれ,① キーボー ドの操作方法や出力メッ

セージの意味等がどの程度統一されていて操作者

が問題な く様々な機器を操作できるか とい う問

題,② 機器を交換 した際に新旧機器間でファイル

やソフトウェアがどの程度連続的に使えるか,新'

しく機器を入れる際にその機器を既に入れている

機器 との関係にとらわれずにどの位自由に選択で
ト

きるか,あ るいは異機種間の接続がどの程度スム

ーズに行えるか等の問題 ,③ ユーザー相互間で帳

票の様式,商 品コード等のビジネス上の規定の相

違をどこまで克服 し情報のや りとりを行えるか等
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の問題が実際のインターオペラビリティの問題点

となっている。

3.イ ンターオペラビリテ ィ確保の基本的な

考え方……今後の対応の方向

最も基本的なインターオペラビリティ確保の方

策は 「標準化」であるが,情 報処理の分野では技

術進歩が急激であるため,そ の技術進歩を妨げる

ことのないよう柔軟な標準化を行っていくことが

必要である。

しかし,標 準化が何 らかの事情によ り適当でな

い場合にはデータ変換,プ ログラム変換,プ ロト

コル変換等の 「変換」により対応することができ

る。

したがって,イ ンターオペラビリティ確保にあ

たっては,個 々の状況を踏まえ 「標準化」と 「変

換」の適切な組み合わせにより対応していくこと

が必要である。そして,そ の際,技 術進歩を念頭

に置いた時間軸上でのベス ト・ミックスを図って

い くことが極めて重要である。

4.イ ンターオペラビリテ ィ確保への

アプローチ……提言

(1)「 標準化」を最 も基本的で重要なインタ・一オ

ペラビリティ確保策と位置付け,今 後とも積極

的に行ってい くべ き。

具体的には,① 標準化ニーズを適切に把握す

ること,② 標準化の基本的方向を早期に明らか

にし,規 格作成の迅速化を図 り,か つ,国 際標

準への積極的な貢献を行 うなど先導的な標準化

の行 うこと,③ 部分的な標準や複数規格の制定

を許すなど,弾 力的な標準化を行 うこと,④ 標

準の広い普及を図ること,⑤ 一つの具体例とし

て,今 後 ニーズの高まるコンピュータ相互接続

のための標準的ネット・ワークアーキテクチャ

としてOSIの 審議に積極的に取 り組むことな

どが重要。

(2)標 準 化 の 展 望 を 十 分 考 慮 し,時 間 軸 上 で の標

準 化 との ベ ス ト ・ミッ クス を 図 り つ つ,「 変

換 」 を イ ンタ ーオ ペ ラ ビ リテ ィ確 保 の方 途 と し

て 位 置 付 け る こ とが 重 要 。

具 体 的 に は,① コ ンバ ー ジ ョン技術 の 開発 を

促 進 す る こ と,② コ ンバ ー ジ ョン製 品/サ ー ビ

ス の 開 発 ・流 通 を 促 進 す る こ と,③ 今 後 の 企業

間,業 界 間 の ネ ッ トワー ク構 築 に不 可 欠 な情 報

ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス の推 進 の た め の技 術 開

発 等 を 積 極 的 を 行 うこ とな どが 必 要。

(3)「 イ ンタ ーナ ペ ラ ビ リテ ィ技 術 」 と も呼 ぶべ

き,標 準 化 や 変 換 と密 接 な関 わ りを持 つ技 術 開

発 の推 進 が 重 要 。

特 に 開 発 を推 進す べ きイ ン ター オ ペ ラ ビ リテ

ィ技 術 と して は,① 文 字 ・図形 ・画像 ・音 声 等

の様 々な メデ ィア情 報 を 自由 に入 出 力 で き る よ

うに し,マ ンマ シ ンの イ ン ター オ ペ ラ ビ リテ ィ

確 保 を 図 る マル チ メデ ィア技 術,② ソフ トウ ェ

ア資 産 の継 承 を 可 能 とす る ソフ トウ ェア ・ポ ー

タ ビ リテ ィー技 術,③ 異 種 ネ ッ トワー ク ・ア ー

キ テ クチ ャ機 器 間 の コ ミュ ニ ケー シ ョンを 可能

とす る プ ロ トコル整 合 技 術,④ 今 後 の デ ー タベ

ー ス社 会 に 不 可 欠 の 分散 デ ー タベ ー ス統 合 技 術

な どが あ る。

(4)機 器 ・システムのユーザーである産業界が主

体 となって 「産業の情報化」に係るインターオ

ペラビリティ確保の課題の解決に当たることも

必要。

この解決の中心は,ビ ジネス ・プロトコルの

統一化の推進にあ り,そ のためのユーザーに対

する技術的支援体制の整備,ネ ットワーク化に

対応した法制面の整備,業 界間のコンセンサス

形成を支援する中立機関等の体制整 備 等 が 重



要 。

5.お わ りに

イ ン タ ーオ ペ ラ ビ リテ ィ確 保 の た め の 施 策 や 関

係 団体 の活 動 と して既 に,① 情 報 処 理 の促 進 に関

す る法 律,② 大 型 プ ロジ ェ ク トに よ る 「電 子 計 算

機 相 互 運 用 デ ー タベ ー ス ・シ ス テ ム」 の 研 究 開

発,③ 「情 報 技 術 の 標 準 化 の 推進 に 関 す る建 議 」

の実 施 体 制 の整 備,④ 産 業 界 に お け る ビ ジネ ス ・

プ ロ トコル統 一 等 のた め の支 援 機 関 と し て の 「産

業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー」 の設 置 等 が あ り,今 後 の

情 報 化 の進 展 に と って大 きな プ ラス とな る こ とが

期 待 され る。

これ に 加 え,イ ンタ ー オ ペ ラ ビ リテ ィ確 保 のた

め に は,「 イ ン タ ー オペ ラ ビ リテ ィ ・マ イ ン ド」

と も呼 ぶべ き,メ ー カ ー,ユ ーザ ー双 方 の 姿 勢
,

す なわ ち,で き る限 り情 報 を オ ー プ ンに し,大 き

な 流 れ の中 で 各 自 の情 報 化 を 図 っ てい こ う とす る

姿 勢 が 重 要 。

本 研 究 会 は,こ こで 一段 落 とす るが,こ の イ ン

タ ー オ ペ ラ ビ リテ ィ ・マ イ ン ドの広 範 囲 の醸 成 の

た め,今 後 も息 の長 い活 動 を続 け て い く こ とと し

た い 。

インターオペ ラビ リテ ィ確保への

今後の取 り組み

報 告 書 の 「5.お わ りに」 に,簡 単 に紹 介 して い

る よ うに,今 後,イ ン ター オ ペ ラ ビ リテ ィ ・マ イ

ン ド確 保 のた めに 取 り組 む べ き活 動 の 内 のい くつ

か が,既 に 現 実 の もの と し てス タ ー トし てい る
。

こ こで は,イ ンタ ー オペ ラ ビ リテ ィ確 保 に 係 る

多 くの技 術 の 開発 を 包含 す る 「電 子 計 算機 相 互 運

用 デ ー タベ ー ス ・シ ス テ ム」 の研 究 開 発 に つ い

て,具 体 的 に 紹 介 す る こ と と した い
。
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(1)研 究 開発 の概 要

本 シス テ ムは,

・ 文 字 ・図形 ・画{象 ・音 声 等(マ ル チ メ デ ィ

ア)の 取 り扱 い が 可 能 な

●

◆

●

●

異機種上の

異なる構造の

分散配置された

大規模の

デ ー タベ ース を 共 用 す る こ との で き る信 頼 性 の 高

い シス テ ムで あ る。
..(イ メ ー ジ図 参 照)

本 シス テ ムの実 現 に必 要 な技 術 開発 獅 存こは
,

ア マ ル チ メデ ィア技 術

イ 分 散 デ ー タベ ー ス技 術

ウ 高 信 頼 性 技 術

工 総 合 シス テ ム技 術

が あ る。

な お,本 研 究 開発 は60年 度 か ら7年 間 に約150

億 円 を 投入 し,産 学 官 の連 携 の も と に 進 め られ

る。

(2)技 術 開 発 項 目の概 要

ア マル チ メデ ィア技 術

文 字 ・図 形 ・画像 ・音 声 等 の マ ル チ メデ ィア

・デ ー タ を効 率 的 に入 出 力 し
,処 理 す る技 術,

及 び大 量 の デ ー タを 記 憶 す るた め の 装 置 技 術

等 。

イ 分 散 デ ー タベ ース技 術'

分 散 した,異 な る構 造 の マ ル チ メ デ ィア ・デ

ー タベ ース を
,デ ー タの 所 在 地 を 意識 す る こ と

な く,あ た か も一 つ の デ ー タベ ー ス で あ るか の

よ うに統 合 し,管 理 す る技 術 等 。 、

ウ 高 信 頼 性 技 術

故 障 の 発 生 を未 然 に 防 ぎ,か つ 故 障 か らの 回

復 を 迅 速 化す る た め の シ ス テ ム技 術,及 び機 密

保 護 のた め の シ ス テ ム へ の ア クセ スを 管 理 し,
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情 報 を 暗 号 化 す る技 術 等 。

エ 総 合 シ ス テ ム技 術

あ らゆ る機 器 ・シ ス テ ムの 相 互 接 続 を 可 能 と

す るた め,OSI(現 在,ISOで 審 議 中 の 標

準 的 ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ャ)を 中 心 に

置 き,こ れ と各 機 器 ・シ ス テ ムが 持 つ 独 自の プ

ロ トコル と の変 換 ソフ トウ ェ ア技 術,接 続 試験

を 行 うプ ロ トコル試 験 装 置 技 術 等 。

(3)研 究 開発 の効 果

本 研 究 開 発 に よ り実 現 され る情 報 化 社 会 に お い

て,ユ ー ザ ーは,あ らゆ る機 器 か ら シス テ ムに ア

クセ スで き,容 易 に マ ル チ メデ ィア情 報 を 入 手

し,意 思 決 定 を 行 い 得 る よ うに な り,経 済 社 会 の

効 率 は 飛 躍 的 に高 ま る。

これ に 加 え,① イ ンタ ー オペ ラ ビ リテ ィが 確 保

され る こ とに よ り,ユ ーザ ーの 機 器 選 択 の 幅 が 広

が る と と もに,不 必 要 な重 複 投 資 を 避 け られ る,

1

aデ ータベース

インターオペ ラブル・データベース・システムの

システム ・イメー ジ図

大容量記憶装置

晶昔

磁気ディスク

変 換 装置

★総合システム技術

(高度接続技術)

変換 装 置

〔ヨ

管理情報

★分散データベース技術

変 換 装置

★ マ ル チ メ デ ィア技 術

/
マルチメディア

ワークステーション

★高信頼性技術

他ネットワーク
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②将来の分散情報 システム開発の先導的な役割を

果たすことになり,我 が国 トータルとしての膨大

なシステム開発負担の軽減につながる,③ 本研究

開発により確立されたシステム技術が,国 際標準

にも反映 され,そ れを通 じて世界の情報化の進展

に貢献できる,等 の効果 も期待できる。

むすびに

以上,イ ン タ ーオ ペ ラ ビ リテ ィ研 究 会報 告 の概

要 と,大 型 プ ロ ジ ェ ク トの概 要 につ い て述 べ て き

た が,実 際 に今 後 の高 度 情 報 化 社 会 の中 核 と な っ

て い くの は,産 業 界 を 結 ぶ ネ ッ トワー クで は な い

だ ろ うか。 しか し,こ の 構築 に は,単 な る標 準 化

や 技 術 では 解 決 で き な い,な ま な ま しい 問題 が 多

く存 在 す る。 こ の点 につ い ては,イ ンタ ー オ ペ ラ

ビ リテ ィ研 究 会 をは じめ,様 々 な場 で検 討 が な さ

れ て い る と こ ろで あ るが,先 頃,(財)日 本 情 報 処

理 開 発 協 会(JIPDEC)内 に 設 立 され た 「産

業 情 報 化推 進 セ ン ター」 は,各 産 業 分 野 に お け

る,ビ ジネ ス ・プ ロ トコル の標 準 化や,共 同情 報

シ ス テ ム構 築 等 へ の取 り組 み を支 援 す るた め の
,

民 間 に お け る中 核 的 推 進 機 関 と して 大 きな 役 割 を

果 た す こ とが期 待 され て い る。

通 産 省 と して も,今 後 様 々 な施 策 を通 じ,イ ン

タ ー オ ペ ラ ビ リテ ィ確 保 に努 力す る こ とと して い

るが,こ の よ うな,民 間 にお け る活 動 に 対 し,大

きな 期 待 を 寄 せ る と と もに,情 報 に 関 係 す る全 て

の ユ ー ザ ー,メ ー カ ーが,イ ン タ ーオ ペ ラ ビ リテ

ィ ・マ イ ン ドを 持 って,高 度 情 報 化社 会 の構 築 の

た め 力 を合 わ せ て い た だ く こ とを お願 い した い 。
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イ ン ター オペ ラ ビ リテ ィの

確立を望む

毎日新聞社会部兼編集委員 前 野 和 久

また新たな言葉が,出 現してきた。 「インター

ナペラピリティ」である。インター ・オペ レーシ

ョン・アビリティを,混 ぜ合わせて作った合成語

と言ってよいだろう。 日本語では 「相互運用の可

能性」 と,ひ とまず訳してお こう。情報処理や電

気通信の世界で,ハ ー ドや ソフトウェア,そ れに

システムなどの相互に運用できる互換性をいう,

とい う。

インターオペラビリティとい う言葉は,も とも

とは軍事用語として使用 されていたもの。戦場で

同盟軍同士が,武 器のパーツや弾薬の規格,操 作

方法などを統一しておき,不 足 した時お互いに都

合をつけあえるようにした り,あ るいは施設の共

有,指 揮の統一をする時に,使 った軍事用語だと

い う。

同じようなことを,コ ンピュータなどの世界で

も行なお うとして,通 産省機械情報産業局長の私

的諮問機関である「情報処理相互運用基盤研究会」

(座長:山 下勇 ・三井造船会長)は,そ の報告書

を昨年12月 にまとめた。これは,タ イムリーな報

告書 といえよう。 この報告書のなかで,イ ンター

オペラビリティを 「情報関連機器 ・システム相互

間や情報関連機器の構成要素間,ま たはこれらと

利用者との間,あ るいは情報関連機器 ・システム

を利用する組織間で,情 報が円滑に,し かも十分

満足する程度に交換,処 理できること」 と定義 し

ているので,筆 者も,こ の定義に従って議論を進

めてい こう。

一方,郵 政省もこの必要性は認めて,「 総合デ

ータ通信ネットワーク化構想懇談会報告」を,60

年1月 にまとめたなかでは 「標準化」 とい う単語

で,こ の相互運用の可能性をとるべきだと強調 し

ている。

マイクロ・エレクトロニクスの世界では,機 器

によって,互 換性が無いのは実に不便なことであ

る。身近な例を引いてみよう。今や国民のなか,

全世帯の32%の 家庭に普及したとい うVTR(ビ

デオ ・テープ・レコーダー)だ が,ソ ニー系のぺ

鰍 ⇔惑 、ミ ＼
ふ澄 ♪ぷ 〉∨ ＼

'編

:ll{黙認 蕊r'・ ・讐
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一 ター と,ビ ク タ ー系 のVHSと い う二 派 に分 か

れ て い る。 この た め に ソ ニー 系 のVTRで テ レビ

の番 組 を 録 画 した テ ー プは,ビ ク ター の ビデ オ デ

ッキ で は,再 生 で きな い とい う不 便 さ を,利 用 者

は こ うむ っ て い るの で あ る。

こ の よ うな こ とは,4チ ャ ンネ ル ス テ レオや コ

ンパ ク ト ・デ ィス クの世 界 で も起 きて い る。 利 用

者 に と っ て不 便 で あ る と とも に,互 換 性 が あ る商

品 が 出 現 す る まで,そ の商 品 を 購 入 す る の を見 合

せ よ う,と い う消 費 者 が 数 多 く出 る よ うに な り,

市 場 を 小 さ くし て い る。

前 述 の 商 品 は,ま た 国 民 生 活 へ の影 響 力 は 少 な

い が,今 や テ レ コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ンの 基 盤 とな る

コ ン ピ ュー タの 世 界 で,こ の イ ン ター オ ペ ラ ビ リ

テ ィが 欠 け て い るの は,社 会 の発 展 を阻 害 す る要

因 とな って い る。

た と えば,キ ャ ッシ ュデ ィスペ ンサ ー(CD)

機 やATM(自 動 預 払 い 機)の 端 末 は,銀 行 業 界

が 協 力 しあ っ て,同 一 の端 末 を 使 うよ うに な っ て

い るか ら,ど こ の銀 行 の カ ー ド を 持 って 行 っ て

も,加 入 して い る シ ス テ ムの 端 末 機 な らば 使 用 で

き,し か も端 末 機 は 一 台 を 共 用 で き る とい う便 利

さが あ る。

と ころ が 旅 行 業 界 で は,こ の イ ン タ ーオ ペ ラ ビ

リテ ィ を 配 慮 して い な い か ら きわ め て不 便 だ 。旅

行 代理 店 の 営 業所 で は,座 席 を 予 約 す る シ ス テ ム

の端 末 を所 有 し て い る が,こ の オ ン ライ ンシ ス テ

ムは,交 通 機 関 の業 者 に よ っ て異 な っ て い る。 そ

こ で 日本 航 空,全 日空,東 亜 国 内航 空,国 鉄 用 な

ど と,別 々 の専 用 の端 末 を,店 内に ズ ラ リと設 置

しな け れ ば な らな い。

これ ら の端 末 は メ ー カ ー ご とに 異 な り,デ ー タ

へ ば
ぷ
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を 打込 む 手 順,操 作 方法 は,そ れ ぞれ の シス テ ム

に よ って違 い,そ れ ぞれ 異 な る フ ォー マ ッ ト(形

式)の 切 符 を打 出す 。 このた め操 作す る人 は,そ

の手 順 を覚 え る の に,ひ と苦 労 だ とい う。 一 つ の

同 じ端 末 を使 い,同 じ手 順 で操 作 が で きる の な ら

ぽ,旅 行 会 社 の社 員 に と っ ては,実 に 便 利 な シ ス

テ ム と な ろ う。

一 方 ,銀 行 業 界 の コ ン ピ ュー タに,イ ンタ ー オ

ペ ラ ビ リテ ィが あ るの は,同 業 界 で は 他 の 業 界 よ

り早 く コ ン ピ ュー タを 導 入 して,イ ン タ ーオ ペ ラ

ビ リテ ィに 対 す る関 心 が 深 く,プ ロ トコル も コ ー

ドも,フ ォーマ ッ トも異 な る各 銀 行 の コ ン ピ ュ ー

タ ・シス テ ムを,そ の 目的別 に相 互接 続 が で き る

よ うに,ミ ニ コ ンを 間 に 入れ て プ ロ トコル変 換 な

ど を して きた(JECCジ ャー ナ ル 「今 こそ イ ン

タ ー オ ペ ラ ビ リテ ィ確 立 の時 」)実 績 が あ った か

らだ とい う。

さ らに シ ス テ ムを 更 改 す る時 に は,各 行 が 共 通

の 仕 様 に 合 わ せ てい くとい う努 力 も した 結 果,現

在 の フ ォー マ ッ ト統 一 に も結 び つ い て い る そ う

だ 。 そ の 結 果,利 用 者 は 取 引 銀 行 のCD機 を い ち

い ち 探 して 歩 か な く と も,共 同 利用 のCDが あれ

ぽ十 分 間 に あ う よ うに な って い る 。

この よ うに イ ンタ ー オ ペ ラ ビ リテ ィの要 望 は,

各 方 面 か ら起 き て い る が,こ の4月1日 か らの電

電 公 社 の民 営 化 を前 に して,さ ら に そ の必 要 性 は

大 幅 に ア ップ し て き て い る。 俗 に 「電 電 改 革3

法 」 とい うが,こ れ ら3法 を 制 定 す る真 の 狙 い
ビ

は,電 気通信事業とい う,新 たな市場を創出する

ことにあるといってよいだろ う。

わが国では,電 話などの電気通信事業は,電 電

公社が独占的に営んできて,民 間企業は営む こと

〆ヅ'…'・ 、ぴ
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は,こ れ まで は で きな か った の で あ る。 それ が こ

の4月1日 か ら,自 由に 営 め る よ うに な っ た。 そ

の 新 た な 電 気 通 信 事 業 と して は,新 電電 の よ うに

電 気 通 信 回 線 を 自 ら敷 設 して,電 話 な ど電 気 通 信

サ ー ビスを 営 む 「第1種 事 業 者 」 と,新 電 電 の よ

うな 第1種 事 業 者 か ら,電 気 通 信 回 線 を借 りて,

コ ン ピ ュー タ ーを 通 信 機 と して 使 って,メ デ ィ ア

変 換 な ど高 度 な 電 気 通 信 サ ー ビス を 提 供 す る 「第

2種 事 業 者 」 に 大 別 で き る。この第2種 事 業 者 を,

俗 にVAN(バ リ ュー ア ッデ ッ ドネ ッ トワー ク=

付 加 価 値 通 信 網)と い うが,こ のVAN事 業 が,

将 来 の電 気 通 信 サ ー ビスで は,最 も発 展 す る メ デ

ィア な ので あ る。

コ ン ピ ュー タは,そ の 日本 名 「電 子 計 算 機 」 が

示 す 通 り,計 算 の機 械 に す ぎな か っ た が,そ の

後,機 能 が 発 達 して,「 計 算 」 「記 憶 」 「検 索 」 「通

信 制御(交 換)」 とい う4つ の働 きを 持 つ よ う に

な った 。

と ころ が,コ ン ピ ュー タに あ る通 信 制 御 の働 き

を 生 か して,コ ンピ ュー タを 通 信 の 機 械 と し て

(つ ま り電 話 の 交 換 機 も,そ の1つ)使 うと,電

気 通 信 サ ー ビス を 営 な め る よ う に な る が,そ れ

は,電 電 公 社 の独 占 と し てあ る,電 気 通 信 事 業

を,民 間 企 業 に も許 す こ とに な る。 そ こで,こ の

よ うな コ ン ピ ュー タ通 信 は 認 め て い な か った の で

あ る。 つ ま りわ が 国 では,コ ン ピ ュー タは,そ の

能 力 を フルに 発 揮 す る こ とは で きず に,75%の 働

き しか してい な か った の で あ る。

電電 公 社 の民 営 化 に よ る電 気 通 信 事 業 の民 間 開

放 とい うこ とは,こ の よ うな 技 術 革 新 を国 民 の も

のに し よ うとい う意 味 も あ る ので あ る。 こ の新 電

気 通 信 事 業 の な か で,最 も市 場 性 が あ る と見 られ

簿　灘慧 ＼
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て い るの が,第2種 事 業 で あ る。 つ ま り,第1種

事 業 者 か ら,電 気 通 信 回 線 を借 りて,コ ン ピ ュー

タ同 士 や,端 末 を 接 続 して,コ ン ピュ ー タを 通 信

の 機 械 と して 利 用,よ り高 度 な 電 気 サ ー ビス を 提

供 し よ うとい う事 業 で あ る。 コ ン ピ ュー タ&コ ミ

ュニ ケ ー シ ョ ンの社 会 を,電 電 改 革 に よ って,一

挙 に発 展 し てい くの で あ る。

とこ ろが,今 の コ ン ピ ュー タは,機 種 が 異 な

れ ば,通 信 手 順 な ど の プ ロ トコル が 違 うの で,回

線 で接 続 して も,通 信 の機 械 と し ては,そ の能 力

を 発 揮 す る ことは で きな い 。 この よ うな 不 便 さが

あ った の で は,電 気 通 信 事 業 開 放 の 意 味 も無 くな

っ て しま う。 そ こで コ ン ピ ュー タを 担 当す る通 産

省 が,前 述 の よ うな研 究 会 を 作 っ て,解 決 に 当 ろ

うとい うの は時 宣 を得 た 行 政 措 置 とし て評 価 し て

よい 。 な か で も郵政 省 の前 述 の報 告 で は,シ ス テ

ム同 士 の ネ ッ トワー ク化 を推 進 す るた め}こは,標

準 化 を 促 進 させ るか,あ るい は プ ロ トコル変 換 と

い う手 段 で 対 応 しな け れ ば な らな い と,そ の イ ン

タ ー オペ ラ ビ リテ ィの確 立 を 強 く求 め てい る。 こ

れ か ら の社 会 はC&C社 会 とい わ れ る よ うに,コ

ン ピ ュー タ の通 信 機 能 を 働 か せ るた め セこは,相 手

と互 換 性 が な け れ ぽ 自 ら コ ミュ ニ ケー シ ョ ンが で

き ない のは 火 を 見 る よ り明 らか な の で あ る。 相 手

が あ って 初 め て コ ミュ ニ ケー シ ョンは成 立 す る の

だ 。

しか るに 通 産 省 の 調べ(昭 和58年 度 現 在)で

は,わ が 国 に は 汎 用 コン ビュ タ ーは13万8千 台,

パ ー ソナル コン ピ ューータは114万2千 台r日 本 語

ワー ドプ ロ セ ッサ ーが9万5千 台 あ るが,ほ とん

ど ネ ッ トワー ク化 され て い な い 。

そ こで 関 係 者 か ら次 の よ うな 苦 情 や 不 平 の 声 が
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出ているとい う。 「パソコンやワープロの操作方

法が機種ごとに異な り使用 し難い」 「コンピュー

タに異なるブランドの端末を接続できない」 「オ

フィスオー トメーション機器の接続が 困難 で あ

る」 「旧機種で使用していた ソフ トウェアが新機

種では使えない」 「業種間で業務形態(帳 票,コ

ー ドなど)が 異なるためオンライン化が困難であ

る」 「情報化への投資額が肥大化しつ つ あ る」

「企業格差による対応の差が,産 業構造,産 業組

織に影響を与える」

そして,こ れらの苦情を分析すると,イ ンター

オペラビリティを確保しなけれぽならない分野と

しては,

(旬利用者 と機器の間で

(B)機器とシステム間で

(C)利用す る組織間(企 業内の異なる部課間で,

異企業間で,異 業種間で)

が指摘されている。それを通産省の同研究会の報

告によって,も う少 し具体的に分析すると,次 の

ようになっている。

(1)キーボー ド

その配列やキーの名称,操 作手順な ど が 異 な

り,操 作メッセージの表示方法も異なるので,そ

の標準化を望む

(2)利用者用の操作言語

データの入力や集計に検索などの操作が複雑な

ので,高 度な処理が困難だから,使 い易い操作用

の言語の開発を希望する

(3)音声/文 字/図 形/画 像などの入出力

計算機への文字の入力は,か な漢字変換などの

操作だけで行 うので不便。手書き入力も必要。音

声,手 書き文字,画 像などのいろいろな情報を入

出 力す る機 能 が 欲 しい 。

(4)周辺 装 置 に 付 属 装 置 の 本 体 へ の 接 続

本 体 の機 器 に,い ろい ろな 周 辺 や 付 属 装 置 を つ

な ご うと して も,同 一 メ ー カ ーの 機 種 しか 接続 で

きな い 。 接 続 の た め の イ ン タ ー フ ェ ース情 報 を 明

らか に した ら よい 。

(5)辞書 情 報

ワー プ ロの機 種 を 変 更 した時,ユ ー ザ ー が作 成

した辞 書 は,異 機種 の ワ ー プ ロで は使 え な い。 こ

の よ うな情 報 を購 入 時 に公 開 せ よ。

(6)フ ァイ ル構 成

そ の構 成 は機 種 ご とに異 な る の で,ユ ー ザ ーが

管 理 す る企 業 情 報 は,機 器 を 更 改 した 時 は 引 継 げ

な い。

(7)プPグ ラム の移 植 性

同 じ プ ロ グラ ムを 別 の機 種 で は なか なか 使 え な

い 。 ソフ トウ ェアの コス トを 安 くす るた め に も,

シ ス テ ムを 変 えた 時,プ ログ ラ ム の継 承 や,標 準

ソフ トウ ェアパ ッケ ー ジの 流 通 な どが 望 まれ る。

(8)ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ュア

同 じ メ ー カ ー の同 じ フ ァ ミリー間 で は 接 続 で き

るが,メ ー カ ーの 異 な る機 種 同 士 な どで は つ な が

らな い こ とが 多 い。 そ の 改 善 を 期 待 す る。

(9)ビ ジ ネス ・プ ロ トコル

他 の企 業 とネ ッ ト ワー ク上 で 帳票 の交 換 を し よ

うとす る時,そ の様 式 が異 な ると,相 手 側 の様 式'

に あ っ て デ ー タの組 み直 しが 必 要 とな るな ど不 備

が 多 い の で,ビ ジネ ス ・プ ロ トコル の 統 一 を 望 み

た い。 機 能 が一 定 の端 末 だ と キ ャ プ テ ン用 とか ク

レ ジ ッ ト ・ナ ー ソ リゼ ー シ ョ ン用 とい うよ うセこ,

プ ロ トコル の異 な るた め に 何 台 もの 端 末 を 置 か な

け れ ば な らな くな って し ま う。

鱗繍難鎌継欝 難1
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そしてこのインターオペラビリティを確保する

ためには,技 術の 「標準化」と 「変換可能性」に

よって,達 成できる訳で,同 研究会の報告書 も,

この2つ のアプローチを勧めている。しかしなが

ら筆者がインタビューしたマイクロ・エ レクトロ

ニクスの技術者の多 くは,ど うい う訳か消極的な

発言をしていたのが印象深い。彼 らはいう。 「進

歩の激 しいマイクロ・エレクトロニクス の技 術

は,競 争によって,よ り進歩 ・発展するものだか

ら,標 準化とい う,手 かせ足かせをはめたら,技

術の発展はス トヅプしてしまう。自由に競争をさ

せて,そ のなかで優れたものが勝者になるように

した方が全体としてはプラスになる」とい うので

ある。

標準化とい うのは,最 適技術の選択である。こ

れまでは,あ る程度技術が成熟するのを待って一

定の標準を設定してい く方法を取っていた。しか

し情報処理や電気通信の分野では,技 術革新は 日

進月歩であり,大 勢が決するまで とゆっくり待っ

てはいられない。市場が立ち上がる前の段階で,

一種のガイ ドラインとなるような,幅 のある標準

を提唱してくれた方が,ユ ーザーには親切なので

ある。どうも,こ のマイクロ・エレクトロニクス

の技術者の人たちは,小 異を強調しすぎるような

気がする。

たとえば,い まのテ レビより走査線が倍以上も

あ り,画 像が きめ細くて美 しいテレビを,NHK

の技術者は 「高品位テ レビ」と呼び,民 間企業で

は 「高精度テ レビ」 と呼んでいる。その違いを聞

くと,NHKで 開発 した方が,民 間のものより横

長だか ら,そ う名付けたという。差を強調するの

は結構なことだが,利 用者にとって有利か不利か

を考えて判断すべ きだと思 う。 この世界では,・ど

うも 「小異を捨てて大同につく」姿勢が欠けてい

るように感じられ る。

インターオペラビリティの確立は大 切 で あ る

が,そ の確立に当っては配慮 して欲 しい点は少 く

ない。その第1は 「国際的な動向に整合性を持た

せること」だと思 う。その成功 した典型的な例が

事務用のファクシ ミリである。ファクシ ミリは,

最初は各 メーカーが,そ れぞれ勝手な規格によっ

て製品を作っていた。 しか しこの商品は相互に通

信ができなければ,そ の価値がないものだけに,

アナログ回線を利用する機種に対して,性 能や伝

送方式が全 く違 う3種 類の方式について,国 際的

な組織であるCCITT(国 際電信電話諮問委員

会)で 規格を討議 して,勧 告を出してまとめた。

この結果,メ ーカーの各社が開発するファクシ

ミリはGH,GIH規 格のいずれか,あ るいは双方

の規格を備えたものに統一されて,,標 準化が進

んでインターオペラビリティは確立されるように

なった。これによりファクシミリ市場は,飛 躍的

に拡大されたのである。

電気通信は距離と時間を克服する。衛星通信時

代に入 り,国 境をこえて地球的規模でネットワー

ク化が進んでいる。国際的な貿易をしなければな

らないのが,我 が国だから,国 際的な動きと整合

性が取れた形で対応 していくかが,大 変大きな問

題 となろ う。同報告は 「標準化については,IS

O,IEC(国 際電気標準会議)な ど国際標準と

の整合性を確保しつつ国内標準の制定に努めてい

くとともに国際標準の審議に積極的に貢献してい

くことが重要である」と提言している。

第2に 留意して欲しい点は,や は り 「セキュリ

二s撚 鳶ば".… 、 ば ・z>バ ∵s、

、..鱗
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テ ィの確 保 」 であ る。 イ ンタ ー オ ペ ラ ビ リテ ィが

確 保 され る とい うこ とは,他 の機 器 や シ ス テ ムへ

と,ネ ッ トワー クが 拡 大 され,そ の 通 話 の エ リア

が広 が る こ とで あ る。 そ れ だ け に 影 響 の お よぶ 範

囲 は拡 大 して,そ の シス テ ムの 能 力 が 拡 大 され る

こ とだが,逆 に い うなれ ば,ひ と度 事故 が発 生 し

た 時 には,そ の被 害 の お よぶ範 囲 もエ ス カ レー ト

す る の で あ る。

これ は セ ス ナ機 と ジ ャ ンボ機 の事 故 に 似 て い

る。 セ ス ナ機 の墜 落 事 故 な らぽ,パ イ ロ ッ トな ど

3,4人 の 死 傷 者 で す む が,ジ ャ ン ボ 機 と な る

と,乗 員 ・乗 客数 百 人 の 死 亡 とい う惨 事 に な って

しま う。 イ ン ター オ ペ ラ ビ リテ ィを 確 保 して,大

規 模 化 を は か り,集 積 効果 を あ げ よ うとす る と,

ジ ャ ンボ機 と同 じ悲 劇 を招 か ざ る を え な い。 故 障

の防 止 に発 生 場 所 の局 所 化,回 復 の迅 速 化 をは か

れ る よ うに し なけ れ ば な ら ない 。

また イ ンタ ー オペ ラ ビ リテ ィに よ って,ネ ッ ト

ワー クが 拡 大 す る こ とは,関 係 の な い 人 物 た ち か

ら,秘 か に ア クセ ス され るチ ャ ンス も増大 す る こ

とに も通ず る。 米 国 で は,電 話 回線 を使 っ た パ ソ

コ ンネ ッ トワ ー クが あ るが
,映 画 「ウ ォ ー ゲ ー

ム」 の なか に登 場 した よ うに,ビ デ オ ゲ ー ム マ ニ

ア の少 年 が,自 分 の パ ソ コ ンを使 っ て,北 米 防 空

指 令 部(ノ ー ラ ッ ド)の 核 兵 器 を コ ン トロール す

る コ ン ピ ュー タ の情 報 を 引 き 出せ る よ うに な っ て

し ま うので あ る。 わ が 国 で も北 海 道 で 電 電 公社 の

職 員 が,CDシ ス テ ムの オ ンラ イ ン情 報 を 盗 み 出

す とい う犯 罪 が 発 生 して い るが,こ の よ うな ネ ッ

トワ ー ク犯 罪 が起 き る可 能性 は,イ ン タ ーオ ペ ラ

ビ リテ ィの 確立 とい う,便 利 さの反 面 と して生 ず

る恐れ が あ るの で あ る。 同様 に プ ライ バ シ ーの 侵
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害 も防 止 され な け れ ば な らな い 。 ネ ッ トワー ク社

会 は,匿 名性 の確 保 で きな い社 会 だ。 実 名 に な っ

て しま う。 例 えば,キ ャ ッシ ュカ ー ドを 考 えた ら

よい 。 カ ー ドを使 うと きは,全 て実 名 が わ か り,

銀 行 な どに は,何 を 買 うのに 使 った か が,通 報 さ

れ て い る ので あ る。 この よ うに ネ ッ トワー ク社 会

は,透 明 度 の 高 い 社 会 で あ る。

イ ン タ ーオ ペ ラ ビ リテ ィの 欠 除 は,自 由競 争社

会 で あ るが 故 に生 ず る結果 だ が,第 三 の 留意 点 と

して は,メ ー カ ーは節 度 あ る競 争 を して欲 しい と

い う こ と。 競 争 社 会 だか ら,自 己主 張 を す る こと

は よいが,そ の度 合 が ひ ど い と我 が ま まな 利 己 主

義 と な りか ね ない 。 将 来,企 業 間 や 業 界 間 に また

が る イ ンタ ー オペ ラ ビ リテ ィへ と発 達 して い くも

の は,で き る限 り広 汎 に 関 係 者 が参 画 して,相 互

に理 解 を 深 め なが ら対 応 を 図 っ て い く ぺ き だ ろ

う。 競 争 しな が ら も協 調 す べ き点 は 協 調 す る こと

が 必 要 で は な い だ ろ うか 。VTRや4chス テ レ

オ の世 界 は,ま だ よい 。 通 信 の世 界 で は な い か

ら,イ ンタ ー オペ ラ ビ リテ ィが な くと も,そ う不

自 由は しな い 。 しか し コン ピュ ー タが 作 る ネ ッ ト

ワー ク社 会 は,通 信 の 世 界 な の だ か ら,同 じ基 盤

に,つ ま りイ ン タ ーオ ペ ラ ビ リテ ィが 存立 して い

な けれ ぽ,コ ミュ ニ ケ ー シ ョンは成 立 しな い の で

あ る。1日 も早 い確 立 が 望 まれ る。

◆ ◆ ◆



14

特集2第 二電電構想のゆくえ

電気通信新時代における

第二電電の役割

日本新聞協会 金 子 秀 明

1新 電電に対抗する第二電電の発足

電気通信新時代の意義は,電 電公社以外に新規

の,民 間の電気通信事業者が自由に仕事が出来る

ことにある。前郵政次官の守住有信氏は 「競争の

導入によって,新 たに電気通信産業を興し,21世

紀の基盤産業に育成するための制度改革」と電気

通信新時代を説明する。

そして,こ の趣旨を生かすためにも,電 電公社

が民間会社の機能を精一杯に活用し高度な電気通

信の基盤整備をすすめることが,必 要であり,さ

らに,第 二電電にみ られるように,民 間の通信事

業者が活発な事業展開をすることが求められてい

る。

しかし,電 電と同じ事業をやっていたのでは,

利用者はつかない。新電電よりも,通 信料金は安

く,そ して品質は良 く,か つ便利な電気通信サー

ビスを提供できればよいのである。社員32万人を

かかえる新電電は,す でにマンモス化してお り,

い くら努力しても,小 回 りがきかない点はあるだ

ろ う。しかも,い ままでの 「親方日の丸」的な公

社 のぬるま湯体質は,当 分はぬぐいきれ ない か

ら,そ の欠陥を突けば,民 間にも商機がある。民

間とはいえ,平 等で,均 質な電気通信サービスを

提供しなければならないとい う手かせ足かせは,

まだ 新 電 電 に は め られ て い る。 そ の 点 を 攻 め れ

ば,よ い だ ろ う。

第 一 に は,新 電 電 と同 じ よ うに電 気 通 信 回 線 網

を 建 設 し て,そ れ を 貸 し て そ の使 用 料 を と った

り,ま た は,電 話 な ど のサ ー ビス を 行 な う商 売 が

可 能 に な る。 これ を回 線 業 者 とい う。 第 一 種 の電

気 通 信 事 業 者 で あ る。 ア メ リカで は,こ れ を コ モ

ンキ ャ リア とい う。 要 す るに,レ ー ル を 敷 設 し

て,そ の レー ル を貸 し て,料 金 を 取 った り,あ る

い は,自 ら列 車 を走 らせ て新 た な サ ー ビスを す る

とい うニ ュ ーマ ー ケ ッ トで あ る。 そ れ に よ っ て,

は じめ て,今 回 の趣 旨 が生 かせ る の で あ る。 しか

し,そ の 道 は イ ・ミラで あ る。

最 初 の 第二 電電 構 想 と して強 力 な イ ンパ ク トを

与 えた 「第二 電電 企 画 」 は,従 来,こ の分 野 に無

関 係 だ った,京 セ ラの ほか,ソ ニー,セ コム な ど

の 企 業 が 名乗 りを あ げ,電 気通 信事 業 の可 能 性 を

高 め た が,そ の 際 に あ る電 気通 信専 門誌 が特 集 し

た 関 係 者 の イ ン タ ビ ュー記 事 に もそ の険 しさ が多

く指 摘 され て い る。

例 え ば,某 新 聞 記 者 氏 は,郵 政 省 の有 力幹 部 の

話 と して,「7,8年 は もつ だ ろ う。 そ れ ぐ らい も

て ば あ とは,つ ぶ れ て もい い 。 形 だ け で も新 電電

の競 争 会 社 が 出 れ ば い い ん だ 」,そ し て,電 電 公

社 の トップ格 の話 と して,「 第 二 電 電 だ って,こ

うや っ て,一 つ ず つ つ ぶ して や る」 とい って,机

の うえ で,指 で,押 しつ ぶ す マ ネを して み せ た と

い うこ とを 紹 介 して い る。 また,「 特 色 あ るサ ー



ビスを期待する」 「もう一つイメージがわいてこ

ない」 「新しい実験に果敢に挑戦を」といったコ

メン トがあった。

その中で,小 生は,次 のような考えを述べた。

新規の大型プロジェクトといえば政府主導にな

りがちだが,第 二電電企画は危険負担が大きいに

もかかわらず民間中心で進められてお り,そ の新

しい発想に敬意を持っている。

とりわけ,独 占に支えられた電電公社が,独 占

のままで営利の事業体になることは,電 気通信の

上だけでな く,社 会全体にとって好ましいことで

な く,第 二電電の出現はどうしても必 要 な もの

だ。もしも,第 二電電が生まれなければ,電 電公

社の分離 分割 も含め,電 電の民営化問題を再び

考えなけれぽならず,成 否を試金石として注目し

ている。

そのためには,第 二電電企画が民間の全面的な

支援によること,そ してオープンな姿勢で計画が

進む ことを期待 しているが,そ の意味で,現 在の

状況は不十分と見ている。京セラを軸とし,セ コ

ム,ウ シオ電機など大手企業が支援し,さ らに多

くの企業も協力しているが残念ながら民間あげて

と言 うものではない。参加の企業には一枚かんで

おけば何かの役にたつ,と い う冷ややかな見方 も

強い。しかも,世 間に対し計画の概要を公開し協

力を求めるとい う事が少ないのも気になる。

一方,可 能性については,社 名が 「企画」 とな

っているように,す ぐには第一種の電気通信事業

者にはなりえないと思 う。むしろ悲観的である。

理由は電気通信の仕事が営利一辺倒ではできない

もので,安 定 した電気通信を確保するた め に2

重,3重 のバ ックアップの体制が必要なことか ら

その投資が莫大なこと,そ の結果安い料金を提供

できなければ経営が成 り立たない。この事は第二

電電そのものを否定することにもなるが,現 在の

計画で判断す る限 り難 しい。東京一大阪の幹線を
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狙っているのだろうが,電 電もこの区間には約10

万回線が余ってお り,む しろ,低 料金で対抗して

こよう。クリームスキ ミングとはならない。

また,地 上での新 しい回線の建設に は 道 路 公

団,国 鉄なども計画しているため,こ れらの協力

が得られるかどうかが大きな鍵を握る と思 わ れ

る。

さらに,電 気通信には特殊な技術が必要で,電

電公社の協力が不可欠だ。 ところが公社の第二電

電企画に対する評価は厳しく,好 意的でない。や

っかみではな く発足に当って相談がなかったこと

や,企 画の幹部に対する不信感もあると聞く。 と

くに,技 術者が良い感情を持っていない事が気に

かかる。加えて,郵 政省のある幹部は第二電電企

画について 「発足の発表だけで,電 電が料金値下

げを決めた。それだけで目的の半分は達成 した」

と言っていたが,そ こには(企 画の発表だけで)

充分とい うようなニュアンスもあった。関係の修

復もテーマの一つだ。

ところで,企 画は地上での回線業はせず,通 信

衛星になるとみる。郵政から企画入 りが内定 した

金田氏は世界的に有名な衛星の技術者であ り,先

述したように地上での建設は投資が大きいことも

ある。アメリカからの強い衛星購入の 要 請 もあ

る。すでに郵政省が民間の衛星購入の条件洗いだ

しの作業を行ない,メ ドをつ け て い る。おそら

く,国 内だけでな く,韓 国,中 国,東 南アジアな

どとの国際通信もサービスし,む しろ,こ ちらが

メインになる可能性 もある。一部企業に打診 して

いる通信衛星利用意向の動きを見る時,そ の意を

強 くしている。ただ,少 し気になることもある。

それは,企 画のスタッフが,社 長は通産,副 社長

2人 は郵政,専 務は電電と役人ばか りで あ る こ

と。京セラの稲盛氏が会長とし指揮をとるとは言

え,果 た して十分だろうか。

しかし,冒 頭に述べた様に電電の独占の弊害を

、
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生まないためにも,競 争機関の誕生が望まれてい

る。第二電電企画の成功を願っている。

以上が コメントだった,昨 年度のこ とで あ る

が,今 も基本的には同じだ。

2電 気通信事業の市場規模

では,宝 の山とみられる電気通信事業の市場規

模を考えてみよう,現 在,国 内の同事業を独占し

ている電電公社の年間の事業収入は,昭 和58年 度

を見ると,合 計4兆4,994億 円で,前 年比2,088

億円も増加し,そ の伸び率は4.9%に も達してい

る。

事業収入の大部分を占める電話収入は,前 年度

に遠距離通話料の値下げはあったが,通 話料の伸

びが比較的良好であ り,ま た,自 動車電話,ポ ケ

ットベルの販売が大幅に増加して,対 前年度4.7

%(1,771億 円)の 増となった。

専用収入はデータ通信収入の増加(10.8%)が

あ り,特 にデータ通信の回線使用料の増加(12.1

%)に より,対 前年度8.6%(271億 円)の 増 とな

っている。

そして58年 度の電話一加入当 りの加入者の関連

収入(月 額)は,対 前年度1.1%(78円)増 の7,348

円となっている。また,公 衆電話一個 当 り収 入

(月額)は,対 前年度3.8(507円)増 加して1万

3,958円 となっている。

過去5年 間の電電公社の電話収入の前年比をみ

ると,54年 を基準にすれば,55年 度は104,56年

107,57年112,58年117と,年 平均約4ポ イント

ずつ増加してお り,わ が国の経済成長率を上回る

上昇ぶ りを示しており,成 長産業であることを裏

付けている。

一方,国 際電電(KDD)の58年 度の営業収入

は,1,705億 円で,前 年に比べて55億 円も増収で,

その伸び率は3.41%に 達している。この収入の大

部分は,電 話収入およびテレックス収入で占めら

れている(営 業収入に占める割合は85.3%)。

なかでも,国 際電話の収入は,53年 から伸び続

け,前 年比をみると,53年 は21%,54年 は20%,

55年4%,56年26%,5詩 句年3%と 毎年伸び続

け,値 下げをしなければ,対 前年比で20%前 後

と,経 済成長率よりは るかに高い伸び率 とい う,

急成長ぶ り。

この電気通信事業は,高 度情報通信社会を迎え

て,さ らに発展すると予測される。経 団 連 の情

報 ・通信委員会が,59年 暮に推計した統計がある

ので紹介する。

経団連の会員である320社 に 「ビジネス用通信

需要」についてのアンケー トを行なった。これら

の企業の本社の所在地は,東 京190社 大 阪42社

で,1社 の平均事業所数は138個 所,従 業 員 数

7,500人,資 本金は280億 円だったとい う。

その年間の電気通信の費用は,後 に示すように

1社 平均約5億 円で,そ の内訳は電話とファック

スが最 も多く3億6,800万 円に達 していた とい う。

●年間の電気通信費用(国 内)

11社 平均約5億 円一 内訳:

公衆回線利用324百 万円(61%)

専用回線利用186百 万円(35%)

DDX利 用16百 万円(3%)

私設回線利用7百 万円(1%)

2利 用 目的

電話/FAX368百 万円(70%)

電 信22百 万円(4%)

データ通信136百 万円(26%)

●専用線利用状況

総厘1線数8万5,105回 線

1社 平均回線数306回 線

規格別一 使用回線数の多いもの
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D規 格2万7,169回 線,50bps

4万9,862回 線

大 容 量 の もの:1規 格

499回 線,J規 格103回 線,L規 格

3回 線

地 域 別 一 東 名 阪 地 区 内5万2,685回 線(全

体 の62%)

東 名 阪3地 区 間:1,232回 線(同5%)

一 方
,国 際 通 信 の 分 野 で は,海 外 に 事 業所 を 持

つ企 業 は191社 で あ り,そ の年 間 の 国 際 通 信 は1

社 平 均 約2億 円 とな って い る。

そ して これ か らの伸 び 率 を 予 想 す る と,今 後 の

5年 間 を み る と,年 平 均 で,

'1 ・・電 話 は公 衆 回線8
.5%,専 用 回 線 は21.2%

2デ ー タ通 信 は 公 衆 回 線23.4%,専 用 回 線

32.7%

3DDKは 回 線 交 換36%,パ ケ ッ ト交 換50.7

%,・ と推 定 で き る とい う。

れ,こ の比率は,今 後とも継 続 さ れ るとみられ

る。マイクロ波方式の今後の技術開発による容量

増大の見通 しについては4,5,6ギ ガ帯の多値

加,11,20ギ ガ帯の長スパン化,一 周波中継技術

の導入などによ り,1レ ー トあた りの容量の増大

が可能であるが,さ らにその他の技術により,面

的容量はさらに増大すること可能となる。したが

って,通 信需要の過程を前述のように置けば,30

年後であっても,地 上無線通信が2分 の1の 回線

需要をそこな うことが出来る。

また,衛 星通信方式については,伝 送容量の面

で地上無線通信方式 と比較すると,マ ルチビーム

により,1ル ー ト当 りで総容量は,現 在の10:1

から,1.5:1程 度になると予想されるが,面 的

な周波数使用を考慮した,総 回線容量では,衛 星

方式は地上の20分 の1か ら30分の1で ある。した

がって,衛 星回線の設定は柔軟性等の特長を生か

した利用分野での使用が期待される。そして,第

一種通信事業の道は険しいが
,前 途は 「有望だ」

と位置付けている。

3・ 第二電電の重要性

4第 二 電 電一一一4つ の構 想

では,電 気通信の将来需要は第二電電の登場を

待つほどにあるのだろ うか。郵政省の 「電波利用

の将来展望」(59年6月)か ら,み てみよう。

将来の市街回線数の需要は,デ レピ電話など広

帯域の需要に依存 している。テレビ電話,高 度デ

ータ端末などは,通 常の端末に比べて,'電 送容量

100倍 以上必要 としている。'それらを参考に10分

め1を 古めるど仮定すると,市 街回線需要は30年

後には,・現在の約12倍 にあたる1,440万 回線が必

要となる。

従来,地 上のマイクロ波方式 と同軸ケーブル方

式は1対1で 建設されてきたが,今 後,通 信シス

テムの高性能性の要求が一層高くなる と考 え ら

さて,そ うした中で,課 題を抱えながらも4う

の第二電電構想が進行している。

通信の事業は,こ れまで電電公社が独占してき

た。通信事業に必要な技術や経営方法はすぺて電

電にあった。新法の施行によって,第 二電電が可

能になったが,こ れに算入を図る第二電電で,最

大の課題が,こ れらの要員をどう確保するかであ

った。

その意味で,わ ずかながらとはいえ,通 信の技

術力を独自でもっていたのが,国 鉄である。その

昔,西 部劇では,草 原の駅舎で,電 報を受けつけ
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るシーンがあったが,元 来鉄道は通信事業を行な

っていた。そのなごりもあろうが,カ ナ ダ国 鉄

(CN)は カナダの有力な通信事業者である。日

本国鉄も同様で,独 自の国鉄通信網を張 りめ ぐら

している。すでに,通 信網を全国に構築している

だけでなく,こ の為の要員をすでに保 有 して い

る。また,「 みどりの窓口」は,わ が国最初のデ

ータ通信サービスだ。そ うした素地の上に立つ,

国鉄 ・運輸省の計画 「日本テレコム」は第二電電

構想の中でも先陣を切っていると考えている。そ

の日本テレコムか ら現状を照会 してみよう。

〔日本テレコム株式会社〕

国鉄が第二電電構想の準備を具体化したのは,

59年6月 で,通 信事業懇談会(会 長 ・猪瀬博東大

教授)が 設置された。わが国最大の私設通信網で

ある鉄道通信をどう生かすかがその 目的 で あっ

た。そして,同 年10月 には,日 本テレコムが設立

された。ただ,次 に述べるように,第 二電電事業

展開の為の調査会社と位置付けていた。

「事業の目的」1.電 気通信市場および,電 気通

信技術に関する研究調査の受託,2.電 気通信に関

するソフ トウエアの製作お よび販売,3.前 号に関

連するコンサルティング業務,4.前 号に付帯し,

関連する事業。

「資本金」22億5,000万 円(受 権資本は90億 円

で,今 後状況に応 じて増資する)

「主な出資者」

第一勧銀,富 士,三 菱,三 和,住 友,三 井信託,

日本興業,日 本長期信用の各銀行,日 本生命,東

京海上火災,三 菱商事,住 友商事,東 武鉄道,西

武鉄道,日 本通運,鉄 建建設,日 本電設工業,鉄

道弘済会,日 本交通公社などだ。

「将来の構想」

国鉄の総営業キロは約2万 キロもある。これら

全部を対象に通信事業 というのでない。やは り,

通信効率の良い,大 阪と東京がまず当面の対象で

ある。国鉄の線路を利用するといっても,相 当の

金額が必要だ。単純な試算だが,電 電公社が,札

幌 と福岡2,800キ ロに敷設 した新幹線網には,約

600億 円がかかった。 これを参考にす ると,大 阪

と東京間600キ ロの光通信には,百 敷十億円が必

要ともみられる。

その意味で,最 大の課題が,赤 字再建下の国鉄

で,そ の巨費をどう調達するかにかかっている。

一方,具 体的な事業内容は,(1)専 用サービ

ス。社内交換電話,デ ータ通信,フ ァクシ ミリ通

信のために専用線サービスをおこな う。開始は61

年ごろから。(2)電 話サービス。企業および一

般を対象に市街電話のサービス。開始は63年 ごろ

から。(3)画 像サービス。テレビ会議サービス

など。(4)関 連サービス。

〔第二電電企画〕

電気通信の民間算入の第一号として,関 係方面

の関心をあつめたのが,そ の名も第二電電企画で

あった。通信開放の仕掛人的な要素もあ り,従来,

通信の分野にはあまり関係がなかったさまざまの

企業が,通 信分野算入の足がか りとしても,こ の

計画に資本参加したことは,特 筆される。

「電気通信のハー ド面では電電公社にはかなは

ない。 しかし,企 業経営の面では,主 力 メンバー

の京セラ,ソ ニー,セ コム,ウ シオ電機など,わ

が国を代表する企業が顔をそ ろ え て お り,万 全

だ」 と自信を延べ るのもその点にある。,

現在の資本金は80億 円で,京 セラが全体の25%

あま りを もっているほか,ソ ニー,ウ シオ,セ コ

ム,の ほか三菱商事などの大手商社が7,500万 円

以上,興 銀,長 銀,三 和銀行,野 村証券など主要

都市銀行が3,000万 円のほか,松 下電気,日 本電

気,凸 版印刷,ト ヨタなど合計200社 もの企業が

出資している。

同社の設立は59年5月 で,8年 には16億 円から

40億 円への第1回 目の増資,11月 に,80億 円への
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増資が行われた。

会長に京セラの稲盛社長,社 長は通産省OBの

森山信吾氏,そ して,副 社長に郵政省から,中 山

一,金 田秀夫の両氏が就任した。

事業の概要は,そ の社名の企画にあるように,

電気通信事業の可能性を探 ることにあ り,そ の結

果をみて,本 当に第二電電に乗 りだすかどうかを

決める。その時期は,4月 上旬といわ れ て い る

が,ま だ明確ではない。ただ,同 社が,調 査対象

としている項 目を見ると次のようになっている。

1「 サービス内容」音声,フ ァク シ ミ リ,画

像,デ ータなどの通信サービスで,公 衆および専

用線,さ らに,自 動車,無 線呼出,移 動電話,国

際電話と幅広い。

2「 サービス ・エ リア」当面おおきな通信需要

が期待され る東京,大 阪,名 古屋の東海道 メガロ

ラインだが,最 終的には全国,海 外も想定してい

る。

また,同 社の定款上の事業目的では,有 線およ

び無線による通信システムに関するソフ トウエア

の企画,製 作および販売。そして,そ れらに関す

る付帯,関 連する一切の業務をあげている。

〔日本高速通信株式会社〕

国鉄が全国の鉄路を生かすなら,と い うわ け

で,建 設省が音頭をと った のが,日 本高速通信

だ。高速道路網を中心にネットワーク化された道

路網に,通 信回線を敷設しようとい うもので,当

初は,道 路に関連する新しい産業分野の調査,研

究とその育成を図ることを目的に 「道路新産業開

発機構」として設立された。その結果,昨 年の12

月10目,通 信事業に関心を示した企業の出資によ

り,第 一種通信業への参入がき まった。 そ れ が

「日本高速通信」(テ レウェイ ・ジャパン)で ト

ヨタ自動車のほか松下電気,東 海銀行 な どが 出

資,授 権資本は80億 円。会長は花井正八 トヨタ自

動車相談役,社 長は菊池三男氏が就任した。きめ
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細かな道路網が活用できる半面,技 術的な課題を

かかえている。

〔経団連〕

経団連は,59年4月 に 「通信事業企業化問題調

査委員会」と,通 信衛星を念頭においた 「情報処

理懇談会」の場で検討がすすめられてきた。最終

的な判断はついていないが,貿 易摩擦解消を狙い

にアメリカか ら通信衛生の購入が考え られ て い

る。 しか し,事 業性にはさまざまな難問が指摘さ

れており,結 局は,経 団連として第一種の通信業

に乗 りだすことはな く,「日本テレコム」「第二電

電企画」などの計画の一本化の調整役を果 し,同

時にその一員 として,参 画とい うことになると,

予想 されている。

5「 一本化調整」は可能か

では,今 後の展望はどうか。これら4構 想がす

ぺて うまくい くほどには甘 くない。そこで,4構

想を一つにまとめ,規 模を大 きくしての事業化の

構想も生まれている。 「一本化調整」である。こ

れには,昨 年7月,郵 政省の幹部が,同 種の発言

をしたところその種の政策誘導は 「独禁法違反」

と公取委が指摘 したため,表 面上は薄 れ て い る

が,「将来方向としてあ りうる」(建設),「 過剰投

資は避けるぺき」(第 二電電企画)な どと述べて

お り,そ の点に成否がかかっている。

新電電が,今 後とも電気通信事業を独占するな

らば,5年 後には新電電自体の,分 離,分 割が検

討されることになっている。それを避けたい新電

電は,第 二電電実現の為に協力をするはずだ。新

電電の弱点を逆手にとって,ぜ ひとも,電 気通信

事業の競争社会を創出して欲 しい。
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特集2第 二電電構想のゆくえ

競争時代を迎える電気通信事業

日 本 工 業 新 聞

室 隆

電気通信事業は,こ の4月 の電気通信事業法な

ど関連3法 案の施行で,わ が国で東京一横浜間の

電信事業がはじめられて以来1世 紀にわたった国

の独占事業の時代を終えた。電 気 通 信 の"新 世

紀"は,日 本電信電話会社の誕生とともにスター

トを切 った民間企業による自由競争のステージと

なる。すでに,第 二電電,日 本テレコム,日 本高

速通信など通信事業への新規参入を表明している

ほか,大 型VANを 企図する企業群は,高 度情報

通信時代の旗手を夢見て,そ れぞれ事業化構想を

進めてお り,ま さにスクランブル状況を呈してい

る。かつて,官 営工場の払い下げを契機に産業と

して世界経済での競争力を備えるにいたったわが

国の伝統"殖 産興業"政 策の通信事業編ともいえ

るが,通 信産業が果 して,第2の"鉄 鋼"ほ どの

成功を収められ るか どうか,ま た,独 禁法など民

間企業の公正競争の原則など事業をとりまく環境

の変化,ス ター ト当初からの圧倒的な競争力格差

とい う条件のなかで,新 規参人組に成功の見通し

があるのかなど,産 業政策面でも自由化の形式と

中味のギャップに対する配慮で今後に残された問

題は多い。その意味では建て前だけの自由化にお

ち入る危険性を大いに含んでいるといえそうだ。

新しい電気通信事業法では,電 気通信事業者を

第一種電気通信事業者と第二種電気通信事業者に

わけている。第一種業者は,日 本電信 電 話 会 社

(NTT)の ように,通 信回線設備を自分で設置

して,回 線サービスを行 うもので,郵 政大臣が認

可することが条件となる。一方,第 二種業者は,

回線設備を持たないが,第 一種業者から借 りて,

回線を利用した情報ネッ トワークサービスを行 う

もので,サ ービス対象の範囲によって,中 小企業

VANの ように利用対象が限定されている一般第

二種(回 線数で1,200ビ ヅト換算500回 線未満)

は届出制,大 型VANの よう}eSOO回 線以上のサ

ービスを行 う特殊第二種通信業者は登録制となっ

ている。

民間にも新規参入の道,

すでに57年10月 か ら,電 気通信事業法の一部改

正で,中 小企業VANが 認め られているが,こ と

し4月 からは,大 規模VANと 通信施設保有の通

信業者が加えられ,法 的には新規参入の道が民間

に開かれたわけだ。

通信事業の開放体制のモデルケースともいえる

この中小企業VAN進 出企業をみると,こ とし3

月末までに届け出を済ませた事業体は,96社120



システムに達 した。57年,58年 には,1ケ タの数

にすぎなかったから,こ れらのほとんどは,政 府

が電気通信法の本格的な改正で,通 信事業を民間

事業とする方針を打ち出した昨年,こ としに集中

している。このことをみても,民 間企業の通信事

業に対する関心の高さが うかがえる。

進出企業の内訳をみると,流 通 ・製造業が65%

を占めて最 も多く,次 いで輸送業が15%,金 融業

が10%,そ の他が10%の 割 り合い となっている。

中小企業VAN,い いかえると一般第二種通信業

者は,こ れまでのところ東京,大 阪,名 古屋に集

中 しているが,地 方都市にもしだいに拡大してお

り,進 出企業のなかには,大 型VAN,す な わ

ち,特 殊第二種通信業者となる構想を も ち な が

ら,そ の前の試行サービスとして試験的に事業を

行 っているところも多い。サービスの対象は,企

業の取引先,営 業所など企業 グループ内での回線

利用の効率化をはかるためのシステム運用が多数

を占め,情 報の蓄積,変 換を行 うとい う代表的な

ケースのほか,事 業者のアイデアで特徴あるシス

テム作 りを進めているところも出てきた。

花王石鹸,資 生堂,セ コム,電 通国際情報サー

ビス,ソ ニー,日 本電気,フ ジミック,イ ンテッ

ク,内 田洋行など,自 社のハードウェアやソフ ト

ウェアの遺産を改めてVANサ ービスに適合させ

るようなかたちで再構築しているところがこうし

たユニークなシステム作 りへの布石を着々と打ち

は じめている。

一般二種は特殊二種への布石 ～

一般第二種通信業者の動きとしては
,単 独事業

で業種,企 業グループをまとめてきたものが,こ

こへきて,そ れぞれ手を結んで,運 用の拡大,大

型化をはか り,特 殊第二種通信業者として坐さ残

る方向を示しはじめている。たとえば,こ とし夏
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までに設立されるプラネット社が代表例だろう。

中小企業VANで は早 くか ら実績をあげてきたイ

ンテックと,ラ イオン,資 生堂,ジ ョンソン,十

條キンバ リー,エ ステー化学,ユ ニ ・チャーム,

サ ンスターの8社 がメンバーとなっている。資生

堂のように全国営業所でパーソナル コンピュータ

による顧客管理情報を行っているところが多 く,

参加企業自身にとってもネットワーク利用の際の

経費節減効果は大きい。

こうした協調路線の選択は,ま た,通 信サービ

スの完全開放にともなって,4月 以降,特 殊第二

種通信業者が本格的に登場す ることに対抗 してい

こうとい う狙いも含 まれている。

特殊第二種通信業に名乗 りをあげているのは,

国内企業だけではな く,通 信業界の最大手米国,

AT&T,コ ンピュータ最大手の米国IBM,電

機総合最大手の米国GEな ど,さ ながら,日 本を

舞台とした米国大手企業の陣取 り合戦の様相を呈

している。

AT&Tは,三 井物産グループと連 携 し,一

方,IBMは 三菱商事グループと,GEは 住友 グ

ループとそれぞれ協力体制を打ち出し,事 業化に

動 き出している。米企業のなかで も,政 界に人脈

をもつ大手企業3社 と,わ が国の財閥系とが手を

結んで,わ が国の通信事業とい う新たに開けたビ'

ジネス分野での地盤作 りを企画しているわけだ。

いずれも,日 本国内だけでな く,米 国,欧 州を含

めた通信先進世界でのビジネスとしてとらえた国

際戦略を打ち出しているだけに,わ が国だけでな

く,各 国の通信事業体や,情 報サービス業界が関

心をよせているo

外国勢と日本勢入り乱れ

こうした思惑のなかで,昨 年から設 立 され た

VANに よる特殊第二種通信業の注 目される企業

、
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を あ げ て み る と,シ ー ・ア イ ・フー ズ ・シス テ ム

ズ(伊 藤 忠 商 事 の 出 資),共 同VAN(コ ン ピ ュ

ー タ ーサ ー ビ ス,リ ョー ビな ど50社 の 出資),流

通 情 報 サ ー ビス(丸 紅,ジ ャス コ),コ ア ネ ッ ト

イ ンタ ー ナ シ ョナ ル(コ ア グル ー プ,東 京 堂 な ど

4社),日 本 イ ー ・エ ヌ ・エ ス企 画(三 井 物 産,

日本 興 業 銀 行 な ど15社),ネ ッ トワー クサ ー ビス

(タ イ ムネ ヅ ト,丸 紅 な ど23社),ナ ー エ ン ス

(ダ イエ ー),日 立 情 報 ネ ヅ トワー ク(日 立 製 作

所)な どが あ り,さ らに は,8月 に設 立 され る プ

ラ ネ ッ ト(イ ン テ ッ クな ど8社),一 昨年11月 に

設 立 され た エ イ ・エ ス ・テ ィ(三 菱 商 事,日 本 ア

イ ・ピー ・エ ム,コ ス モ エ イ テ ィ)な どを 加 え10

社 を上 回 る数 とな る。 また,日 本 電 気,電 通 国 際

情 報 サ ー ビス とGEの グル ー プが 企 画 して い る も

の もあ わ せ る と,IBM=エ イ ・エ ス ・テ ィ,AT

&T=日 本 イ ー ・エ ヌ ・エ ス とい う国 際協 力組 と

そ の他 の 日本 組 とが 入 り乱 れ た サ ー ビス 競 争 を 展

開 す る とい う業 界地 図が 描 か れ る。

「一 種 」 は4社 の競 合

第 一 種 通 信 業 へ の進 出組 も,4月 以 降,素 早 い

動 きが 目立 って い る。

4月8日,第 二 電 電(森 山 信 吾社 長),日 本 テ

レコ ム(馬 渡 一 真 社 長),日 本 高 速 通 信(菊 地 三

男 社 長)の3社 が,郵 政 省 に許 可 申請 した。 いず

れ も,第 一 種 で は,初 の 申請 。 郵 政 省 は,同 日か

ら審 査 の作 業 に 入 り,電 気 通 信 審 議 会 に 諮 問 した

うえ で,7月 上 旬に は 許 可 す る 見 通 し。 申 請 で

は,61年 か ら東 京一 大 阪 間 で,電 気 通 信 回線 サ ー

ビスを 開 始 す る と して お り,そ れ ぞ れ,昨 年 か ら

フ ィ ジ ピ リテ ィ ・ス タデ ィ会 社 と して 練 って きた

計 画 が煮 つ ま った 計 画 のか た ち で 示 され て い る。

いず れ に して も,今 夏 か ら来 年 に か け て,電 気 通

信 事 業 分 野 で,NTTを 含 めた4社 で の競 争 時 代

が本番を迎えるわけだ。

日本テレコム

この3社 のなかで,最 も体制づくりで先行 して

いるとみられるのが日本テレコム。昨年10月 に日

本国有鉄道系の電気通信事業の調査会社 としてス

ター ト,43人 体制で,フ ィジビリティスタディを

行い,事 業化計画を固めてきたが,4月 から通信

事業会社に移行し,57人 を増員して100人 体制に

増強した。さらに61年1こ200人 体制をとる。

京セラグループの第二電電が現在50人,日 本道

路公団系の日本高速通信が35人 だから,約2倍 の

人員規模にあたる。

人材確保面で先行できた理由は,従 来から国鉄

は鉄道通信を業務用に運用してお り,約3,000人

の通信技術者が働いている。これまでスカウ トの

対象を国鉄を中心に展開して,100人 体制 までき

たが,今 後は,新 卒者の採用 も行 う計画。また,

経営陣も強力で,国 鉄時代には将来の総裁候補 と

み られていた馬渡一真社長が派遣 され,三 菱 商

事,三 井物産,住 友商事などから常務が派遣され

て,参 加企業の日本テレコムに対する支援体制も

強ま りつつある。設立計画当初から国鉄だけでな

く民間からの共同出資のかたちを とってお り,資

本金47億 円。出資企業は当初100社 程度を見込ん

でいたが,217社 と目標を上回る参画 メンー〈一一を

得ている。メンバーには都銀13行 や生保の日本生

命,東 京海上火災保険,農 林中金など金融機関53

社のほか,三 井物産,三 菱商事,住 友商事など大

手商社6社,運 輸関係が日本通運,日 本航空など

19社 などが含まれてお り,資 金調達,人 材確保の

いずれの面でも不安は少ない。

独自の設備を敷設計画として,東 京 一 大 阪 間

に,4～5局 の交換局をおき,12芯6対 向の光通

信ケーブルを東海道新幹線沿いに設置。 毎秒400



メガビット,電 話換算3万4,560回 線分を確保 し

て,来 年夏から専用線サービスを開始する。しか

し,国 鉄が鉄道業務用に12芯6対 の100メ ガビッ

ト/秒 光通信ケーブルを同じ区間に設置する計画

を進めていることもあり 「国鉄の業務用通信設備

を利用することを認めてもらえば全国サービスは

すぐにでもできる」(馬 渡社長)と してお り,そ

の場合,光 ケーブル通信でのサービスは,早 まる

可能性 も大 きい。また,東 京一大阪間のほか 「各

新幹線沿いにサービス網を設け,64年 ごろには全

国幹線サービスを行いたい」(同)考 え。テレビ会

議,高 速デジタル通信を含めた電電公社と同水準

のもの」(同)を 提供す るとしている。

第 二 電 電 一

第一種電気通信業への進出ブームの口火を切っ

たのが京セラ。昨年4月 に事業化FS会 社として

第二電電企画を設立した。 このため,新 規参人組

を総称して"第 二電電"と 呼んでいるほど。京セ

ラのほかに三菱商事,セ コム,ソ ニー,ウ シオ電

機を核に250社 以上が出資し,資 本金80億 円と,

3社 の中では最大の資本力を確保している。

会長には稲盛和夫 ・京セラ社長,社 長には森山

信吾 ・同副社長が就任し,京 セラの責任体制を明

確に打ち出している。森山社長は元資源エネルギ

ー庁長官。また役員スタッフに郵政省から金田秀

夫 ・前電波研究所次長,申 山一 ・元四国郵政監察

局長をスカウトして副社長に。また電電公社から

は,千 本倖生前近畿電気通信局技術調査部長をス

カウトして専務に据え,通 産,郵 政,電 電出身の

経営陣で固めた。

4月1目 に社名を第二電電とし,事 業会社に切

り替えたが,第 二電電企画で続けてきていたフィ

ジビリティスタデ ィの結果,東 京一大阪間で独自

のマイクロ波通信路を設定 して,来 年から専用線
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サービスを開始,半 年後に,NTT局 との接続サ

ービスも行 う計画をたてている。回線容量は,電

話換算で約5万 回線分で,600億 円程度の 第一次

投資計画によって,幹 線および10か所程度の中継

局を設置す る。すでに土地買収を進めてお り,用地

取得については半分以上のメ ドをつけた。当初,

衛星通信,光 通信なども含めた通信路の選定でマ

イクロ波を採ったのは 「コス ト」(森 山社長)。 ま

た,同 じくコス ト対策として,事 故や故障時のバ

ックア ップ施設を自社ルートで設置せず 「NTT

や 日本高速通信,日 本テ レコムなどの予備回線を

借 りて対処する」(中 山副社長)方針。当面は専用

線サービスに全力をあげる。

日本高速通信

建設省,日 本道路公団が音頭をとって,昨 年11

月に発足した日本高速通信(テ レウェイ ・ジャパ

ン)は,道 路関係の財団法人,銀 行,商 社,メ ー

カーなど49機関が出資 し,資 本金49億 円でスター

ト。会長には,花 井正八 ・トヨタ自動車相談役,

社長には菊池三男 ・前首都高速道路公団理事長,

副社長には鴨沢康夫 ・前建設省建設大学校長が就

任。常務,取 締役にも,三 菱,三 井,住 友グルー

プから選ばれた人材が送 り込まれている。

計画策定については,財 団法人道路新産業開発

機構のなかに設けられた道路情報システム委員会

(委員長 ・宮川洋 ・東大教授)が 検討 し,昨 年11

月に中間報告をまとめている。それによると,事

業化の手はじめとして,高 速道路に光ファイバー

ケーブルを敷設し,長 距離専用回線サービスを行

うほか,第2,第3段 階として,一 般電話サービ

スや,高 度デジタル通信サービスを行 うとい う。

提供サービスは,400メ ガビット光通信 ケーブル

2シ ステムの芯線貸 しでスター ト。1.5メ ガビッ

ト換算240回 線分の高速専用線貸しを軸に展開す
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る。5年 後には,3シ ステム,480回 線まで拡張

する。

サービス対象地域は 当面,東 京,名 古屋,大

阪,さ らに横浜,神 戸で,端 局は,道 路公団の管

理局のある川崎,一 宮,吹 田などを予定,同 時に

この3か 所に保守センターをおき,東 京センター

を統括センターとして集中監視方式を採る。端局

から加入者まではNTTの 回線を利用 していくと

い う。

すでに建設省では,高 速道路や主要幹線道路の

通行車輌に情報を提供する路車間情報 シ ス テ ム

と,パ ーキングエリアなどで道路ルー ト案内,レ

ジャー観光案内などを行う道路情報ター ミナルの

2シ ステムを2年 がか りで実用化,こ れらに光ケ

ーブル通信システムを採用 していく計画を進めて

いる。東京一大阪間の東名神高速をルートとする

もので,日 本高速通信との連動体制となる公算が

強い。

「建設省,道 路公団系の日本高速通信では,第

1ス テ ップとして61年 秋から東京,大 阪など6都

市で専用線サービスを開始し,続 いて62年 秋から

電話交換サービスも行 う予定だ」(木 部佳昭 ・建

設大臣)。

出資企業に トヨタ自動車,日 本電気が参加して

いる点で注 目される。情報化にともな う産業界の

フィーバーぶりのなかで,最 大手企業 トヨタの動

向は関心を集めてきた。役員を送 り込 む と同 時

に,日 本高速通信の全面支援を打ち出.し た わ け

だ。また,日 本電気は,通 信機器の技術,実 績で

は国内の過半を占めてお り,AT&Tの 傘下のウ

エスタンエレクトリックと同様に幹線通信技術の

広さをもつ。その参画で,低 コス トのハー ド開発

とい う面で大きく寄与する可能性が強まっている

わけだ。

、〆 、彫琢 、 砦

現在,申 請が出された3社 は,そ れぞれに特徴

をもつ。電気通信法の改正以前でも,業 務用専用

通信システムの運用を許されていたのが官庁,国

鉄,電 力業界,マ スコミなど。建設省は林野庁関

連で,ま た,国 鉄は鉄道連絡用通信網でそれぞれ

システム運用の経験をもつ。いずれ も,専 用回線

的な利用法だけに,新 会社での専用線サービスに

ついては,運 用上の不安は少ない。

これに対して,全 く未体験なのが第 二 電 電 だ

が,経 営陣に,郵 政,電 電OBを 配したことで,

今後計画の進行と並行してノウハウの蓄積に向 う

素地はできたといえそうだ。

ただ,い ずれにしても,NTTと の競争のうえ

で,ス ター ト当初から,大 きなハンディキャップ

を負っていることは事実である。

日本電信電話(NTT)

日本電信電話会社は,資 本金7,800億 円,売 上

高4兆2,000億 円,従 業員は32万 人と,い ずれを

とっても超スケール企業である。そればか りでな

く,何 年にもわたって年間1兆 円以上の建設投資

を続け,基 礎技術開発1こも通研など3,000人 の研

究開発スタッフを擁している。

INS計 画をはじめ,通 信のデジタル化やあら

ゆるサービス多様化についてすでに研究活動が続

け られてお り 「商用化されていないだけで,い ま

考えられる通信,情 報サービスについての芽のほ

とんどが研究所 レベルにテーマとして掲げ られて

いる。民間の他社が これから手をつけても,太 刀

打ちできないだろう。サービスの差別化について

も,そ うなると,ユ ニークさよりも低料金に向う

のが必然」とみる向きがNTT内 に多い。

低料金化にしても,す でに電電公社時代に投資

した電子交換,デ ータ交換網に加え,光 ケーブル

の全国縦貫3,400キ ロメー トル大動脈の敷設を完
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また,電 話の積帯解消をとうにすませ,加 入者

獲得競争は,す でに"リ プレース需要"だ けとな

った電話,さ らには,DEMOS,DRESSな

ど情報処理サービスなどを通じて,多 くのデータ

端末運用で"既 存ユーザー"を 確保してきたNT

Tに 新しいサービスで食い込むには非常に厳しい

状況がまっている。なかには 「通信事 業 の 開 放

は,形 式だけのもの。とくに第一種通信業に関し

ては,政 策上,NTTの 民営化を打ち 出 した 手

前,公 取法との関係もあって,独 占事業を奨励す

るわけにはいかない。そこで,新 規参入 してもら

わなけれぽならない事情がある。太刀打ちできな

くても,あ る程度のシェアを確保 してもらうよう

に育てていくはずだ」(政 界筋)と,さ めた見方を

す る者もいる。

事実,真 藤恒社長は,"第 二電電"グ ループを

あま り問題にしていない 「われわれのライバルは

第二電電など第一種ではなく,第 二種電気通信業

者だ」 とまで言い切っている。

通信需要のなかで,"第 二電電"グ ループが当

面ね らう専用線分野にしても,需 要全体のごく特

殊な領域。NTTと の競争で うまくとったとして

も5%程 度のシェアを3社 が分けあ うことになる

とい うのが関係者の見方。それぞれが本格サービ

スするために必要な投資額は 「1,000億 円 ぐらい

までは必要」(稲 盛和夫 ・第二電電会長)と,初

期投資コス トも大きく,料 金をNTTの20～30%

安に設定したいとするそれぞれの事情をからめる

と,費 用回収の長期化は避けられない。

そ うなると,通 信サービスだけでの展開では,

利用者の拡大には大きな力とならないとみられる

わけだぴ
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4・5年 先が正念場

そ うした中で,各 社が今後の生き残 りにかける

戦略が問題 となってくる。すでに通産省や経団連

では,事 業基盤のもろさを憂慮 し,進 出企業の一

本化を呼びかける動きが表面化 してきた。すでに

申請した3社 のほかに,東 京電力など電力会社が

独自にFSを 進めるなど,第 一種通信業の業界地

図は流動的。場合によっては乱立,共 倒れの危険

性 も消えていない。

米国では,か つて,デ ジタル通信回線をAT&

Tよ り低料金で提供した回線業者がい くつもあら

われては消えていった。それは通信システムの運

用が保守を不可欠とし,そ の要員が経営圧迫要因

としてシステムが大きくなればなるほど問題とな

るためである。電子化が進んだとはいえ,こ の課

題は残ってお り,新 規参人組にとって,伸 びれば

伸びるほど,さ らに電話まで拡大すればするほど

利用効率が下がる点で頭の痛いネックとなる。

米では,最 近,国 内衛星を使った通信業者が急

成長し,か ろうじてシェアを確保しはじめた。I

BM傘 下のSBSな どがその例だが,衛 星事業の

場合,星 のコス ト以外には,土 地や配線保守など

が局設置周辺に限定され,ネ ヅトワークの大小に

影響されない点が有利 とされている。

これを見込んで,伊 藤忠,三 井物産,ヒ ューズ

の3社 が合弁で調査会社を設置し検討してい く計'

画を打ち出したほか,経 団連通信委員会が中心に

なって事業化を呼びかけているケースや,KDD
し

がインテルサ ヅト関連企業との協力で検討組織を

発足させるなどの動きがみられ る。いずれ も基本

的には事業としてのコス トパフォーマンスの確保

が最大のカギになるのは必至で,新 規参人組には

本当の意味で存立基盤ができるか どうか見極めら

れ るまでに4～5年 以上かか りそうだ。
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新 局 面 を 迎 え た 経 営 情 報
一 力シオ電子会議システム

1APOLLO開 発が重要な鍵

カシオ計算機株式会社(本 社:東 京)で は独自

のシステムとして 「電子会議 シ ス テ ム」を開発

し,昭 和59年 度情報化月間優秀情報処理 システム

として表彰を受けた。OA化 の具体的進展ととも

に,会 議 システムが改めて議論されている現在,

斬新な試みとして注目されるシステムということ

ができる。

このシステムの開発を推進してきたカシオ計算

機,情 報 システム部の松本和夫部長は,

「これか ら改善していかなければならない点は数

多 くありますが,経 営情報活用の一つの方向を押

し開 くことができたと考えていいでしょう。」

と述べている。

このシステムは昭和58年8月,同 社羽村技術セ

ンター(東 京都西多摩郡羽村町)の 大会議室に,

各種ハードウェアとともに設置された。

(写真参照)

ここでは 「電子会議 システム」の概要 と,数 年

間にわたるシステム開発の歴史を紹介したい。

本 システムの開発は昭和58年10月 の経営会議か

灘繕 冷鋒
"'■・tぺi

ぺ'

』＼擁

羽村技術センター大会議室

轟

ら本 格 的 に ス ター トした。 会 議 の進 め 方 や コ ン ピ

ュー タに よる 各種 経 営 管理 資 料 の活 用,ト ップ ・

マ ネ ジ メ ン トへ の コ ン ピ ュー タ ・ツー ル に よ る情

報 の提 供 が 大 きな 目的 で あ った 。

こ の会 議 シ ス テ ムは 昭 和52年 のAPL(APro-

grammigLanguage)導 入 以 来 進 め て きたCOSM

OS(TheCommunicationSystemforMaking

OptimumSales-planning),COMET(TheCo-

mmunicationSystemforManagementEva-

1uationTechnique)な どを 中 心 と した コ ン ピ ュ

ー タ技 術 の蓄 積 と
,最 近 の厳 しい経 営環 境 に対 応

して構 築 され たAPOLLO(APlanningSystem

forOrderlyLong-termLevelOperations)に

基 づ い た もの で あ る。

シ ス テ ムの ソ フ トウ ェア構 成 を簡 略 な 図で 表 わ

す と 図一1の よ うにな る。

サ ブシ ス テ ム と して のCOSMOS,COMET,

そ れ にTOPS-iな どに,デ ー タを 集 約 し グ ラ フ

作 成 に 関 わ りのあ る シ ス テ ム ・EXCEED(Ex-

ectiveManagementDecisionSupPortSystem)

な どを 加 えてAPOLLOと 総 称 して い る。

従 来 開 発 を 続 け て い た シス テ ムに プ ラス して 改

良 され たAPOLLOは,

本社マシンルームとHITACM-240H
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カ シ オ 計 算 機(株)

(1)企 業モデルの構築と運用

(2)各 種会議体への積極的支

援

をベースに昭和56年 か ら開発

が進め られた。その結果,

(1)

(2)

日立製作所及びHITAC

ユーザーとのEXCEED

の共同開発

(昭和57年4月 導入)

経営管理用データベース

の構築

(3)意 思決定のための各種の分析,予 測,決 定の

モデルをモジュール化したモデルベースの研

究と確立

(4)表 示機能に重点をおいた端末機能の調査 と選

定

㈲ 表示方法の多様化,高 度化(カ ラー化,グ ラ

フ化,漢 字化,投 影化)の 研究

などが,約1年 半に順次開発された。

EXCEEDを 中核とするこのプロジェクトの成

果は,カ シオ計算機が独自に開発した各種のツー

ルを加えることによって,よ り効率的な意思決定

への情報提供を可能にしている。

ここで,従 来に開発されてきたシステムが この

APOLLO開 発にとって重要な位置を占めること

を順を追って説明したい。

2COSMOSとCOMET

COSMOSと は簡単に訳すと販売生産計画立案

システム,つ まり販売 ・生産 ・在庫 ・利益の最適

化システムのことである。昭和54年 にベースとな

るCOSMOSが 開発され,57年 にはV-COSM

警 雫
フ ル

ソフ トウ ェ ア構 成

法:略 語説 明

*COMET(CormnuncetlOftSystemte「'

Me"agemefitEvaluar・on了echnique)

〔

∨
葦

ミ

図 一1ソ フ トウ ェア 構 成

OS(V-900),59年 に はT-COSMOS(T-560

/20)と 年 を 追 って 改 良 され て きた 。

この シス テ ム開 発 の 目的 は,

(1)利 益 に基 づ い た販 売 計 画

(2)変 化 す る市 場 に 対 し てす ば や く対 応 す る

(3)販 売 計 画 の能 率 促 進 と切 り詰 め 作 用

な ど で あ る。 こ の シ ス テ ム の ア ウ トラ イ ンは,図

一2の よ うにCOSMOS本 体 に
,地 域 別 ・製 品

別 ・月 別 の 売 り上 げ量 や 在 庫 数,生 産量 な どを イ

ンプ ッ トし,売 り上 げ の総 数,全 体 の利 益,在 庫

品 の総 数 な ど を ア ウ トプ ッ トす る仕 組 み にな って

い る。

次 に ・COSMOSの い くつか のFunction(機

能)を 紹 介 し よ う。

(1)売 り上 げ 量 ・費用 ・在 庫 ・生 産 量 の実 績 を イ

ンプ ッ トし,そ の実 績 を 把 握 しCOSMOS

Fileに ア ウ トプ ッ5す る。

(2)売 り上 げ 量 を イ ンプ ッ トし,先 々 の販 売 計 画

の資 料 を ア ウ トプ ッ トす る。

③ 生 産 量 を イ ンプ ッ トし,先 々の 生 産 計 画 の資

料 を ア ウ トプ ッ トす る。

(4)売 り上 げ量,生 産 量,ア ロ ケー シ ョン ・ク ォ
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ン テ ィテ ィ ーな どを イ ン プ ッ トし,在 庫 の状

況 計 画 の 資 料 を ア ウ トプ ッ トす る。

〈5)複 数 のCOSMOSデ ー タを 組 み 合 わ せ て 資

料 の 内 容 を 表 現 し,検 索 の 便 を は か って価 格

も し くは在 庫状 況 の資 料 を ア ウ ト プ ッ トす

る。

以 上 のFunctionが オ ン ラ イ ンでCOSMOS

Fileに つ なが って い る。 そ してCOSMOSは54

年 の開 発 以 来,年 を 追 って 改 良 され,59年 に はT

--COSMOSの 開発 に ま で至 った
。 これ はAPO

LLO開 発 に と って は,な くて は な らな い重 要 な

ポ ス トを 占め て い る。 で は このT-COSMOSの

説 明を 簡 単 に 取 り上 げ て み よ う。

改 良 に 踏 み 切 った 背 景 と して,ま ずCOSMOS

の オ ンラ イ ン シス テ ムが 作 動 す る 時 間(9:00～

17:30)が 限 られ て い る こ とが あ った 。 そ の た め

に 時 間 に 制 限 の な い オ フ ラ イ ン(コ ン ピ ュ ー タの

中 央 処 理 装 置 と直 結 せ ず,中 間 的 媒 体 に 記 録 さ

れ,い った ん切 り離 され る)が 必 要 で あ る。 また

そ の シ ス テ ム 自身 で 問 題 の部 分 を 解 き 明か す こ と

ド∨
∀

図一2COSMOSの アウ トライン

が で き な くては な ら ない 。

こ う した 認 識 か ら,T-COSMOSに は 次 の3

つ のFunctionが 付与 され た。

(1)フ ァイ ル の輸 送 加 工

(2)オ フ ライ ン(PersonalP「ocess)

(3)オ リジナ ル加 工

そ して,COSMOSの サ ブ シ ス テ ム と し て のT

-COSMOSは 地 域 別
,品 目別 な どの入 力 デ ー タ

を,オ フ ライ ンで助 け て い る。

HOST-COMPUTERに 含 まれ るCOSMOS

と も うひ とつ 代 表 的 な,COMETを 紹 介 し よ

う。

COMETの 役 割 は 中 ・長 期 計 画 の策 定 や 財 務

管理 な どに 関 す る計 画業 務汎 用 シ ミュ レー シ ョン

シス テ ムで あ る。

この シス テ ムが 作 られ た 目的 は,

(1)Sales-Plannerの 直 観 的洞 察 を反 映 で き る。

(2)構 成 決 定 を 自 由に か つ 柔 軟 に 支 え る こ とが で

き る。

な どが あ り,特 長 は ① 可 動 性,② 適 応 性,③ 柔 軟

性,④ 節 約型,⑤ 精 密 さ,が あげ られ る。 簡 単 に

シス テ ムの概 要 を述 べ る と,COSMOSFileか

らの参 考 資 料 をMatrixで 産 出 ・デ ー タ加 工 ・

計 算 を行 い,COMETFileに 保 管 す る と と も

に,そ の資 料 を ア ウ トプ ッ トす る仕 組 み に な っ て

い る。 、

COMETの 主 な フ ァ ン ク シ ョン ・メ ニ ュ ーを

あげ てみ る と,情 報 ・定 義 ・デ ー タ の イ ン プ ヅ

ト,ア ウ トプ ヅ ト ・シ ミュ レー シ ョ ン(統 計 的 な

分 析 は で き ない)・ 拡 張 ・圧 縮 ・調整 ・削 除 な ど

の マ トリ ッ クス を あげ る こ とが で き る。

(図 一3参 照)

以上 のHOST-COMPUTER(COSMOS

〈T-一－COSMOS>,C◎ME'T)の 外 にTOPS-i

(デ ー タ処 理 シ ス テ ム)が あ る6機 能 と して は 売



り上 げ 実 績 の 回 収 とい うこ とで,マ ネ ジ メ ン ト ・

デ ー タに オ ペ レー シ ョナ ル ・デ ー タか ら の 実 績

デ ー タを 集 約 して抽 出す る役 割 を果 し て い る。

TOPS-iの"i"はinteractiveの"i"で ユ ー

ザ ー と コ ン ピ ュー タ の間 を結 ぶ 処 理 方 法 の一 つ で

あ る。 ユ ーザ ーか ら の指 示 に 対 して す ぐに 応 答 が

得 られ るな どの 相 互 作用 が 特 長 とな って い る。

これ らの 各 シス テ ムの実 績 デ ー タは,全 て マ ネ

ジ メ ン ト ・デ ー タ に入 れ られ,集 約 され る。 そ こ

で 集 約 され た 実 績 デ ー タは 次 の段 階,EXCEED

に と展 開 され て い く。 こ のEXCEEDに っ い て

は,次 の項 で 説 明 した い 。

3EXCEED－ その中核の役割

EXCEED(意 思 決 定 支 援 シス テ ム)は,日 立

製 作 所 及 びHITACユ ーザ ー との 共 同 開 発 で,

57年4月 に 導 入 され た 。OperationalLevelか ら

MiddleManagementLevelを 経 て,TopMa・

nagementLeve1へ の情 報 の 提 供 を 目的 と して

い る。 そ の特 長 は,

(1)n－ ザ ーが 端 末 に 向か って 直 接,対 話 で き る

ツール な ので 利 用 しや す い 。

(2)

(3)

コンピュータ上のデータが即時に,利 用 しや

すい状態で取 り出すことができる。

グラフや表などが 目で視て把握できるので役

に立つ(つ ま り問題点が発見しやすい)。

な ど で あ る。

主 なFunctionは,次 の 通 りで あ る 。

(1)デ ー タ 加 工(DataProcessing)

Calculation(四 則 演 算)。

(2)デ ー タ分 析(DataAnalysis)

Sorting(順 位 づ け)。

(3)統 計 予 測(StatisticalPrediction)

Time-SeriesAnalysis(時 系 列 分 析)
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統 計 分 析 の一 つ の 手 法 で,対 象 とす る デ ー タ

が 時 間 の経 過 と と もに収 集 され て い る もの。

例 えば 月別 の販 売 実 績 を 分 析 して,月 別 の 指

数 を求 め た り傾 向線 を 描 くな ど。

(4)モ デ リン グ(Modelling)

Simulation。 目標 探 索 。 逆 シ ミュ レー シ ョ

ンO

(5)デ ー タ検 索 ・保 管(DataRetrieval・Storage)

OperationalDataか らCOSMOS,COMET

を 経 てManagementDataか ら集 約 され た

デ ー タを 上 記4つ のFunctionに 検 索 す る。

また 少 な い量 の デ ー タはCabinetに フ ァイ

ル す る。

(6)グ ラ フ作 成 シス テ ム(GraphMakingSys-

tem)デ ー タ管 理 機 能 と作 図 作 表 管 理 機 能 を

一 段 と発 展 させ た もの で
,グ ラ フの 作成 及 び

選 択 が よ り簡 便 に行 な え る。 数 々 の デ ー タを

こ こで グ ラ フ化,表 な どに作 成 し,TopMa-

nagementに よ り判 りや す い 情 報 の 提 供 を 第

1に 考 え てい る。

以 上 の6つ のFunctionが,EXCEEDの 全 貌

で あ る。

以上 の よ うに 大 き く分 け る と,COSMOS〈T-

COSMOS>,COMET,TOPS-・i,EXCEEDの4

つ の シ ス テ ムがAPOLLOの 母 体 に な るサ ブ シ

ス テ ム とい うわ け で あ る。
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4会 議システムの姿

羽 村 技 術 セ ンタ ー の大 会 議 室 に 設 置 され て い る

電 子 会 議 シ ス テ ムは,APOLLOを 活 用 した 各 種

の経 営管 理 情 報 を,会 場 に セ ッ トされ たHITAC

T-560/20タ イ プHシ ス テ ムの100イ ンチ大 形 ビ

デ オ プ ロ ジ ェ ク タ,及 び 漢 字 カ ラー グ ラ フ ィ ッ ク

端 末(20イ ンチ モ ニ タ端 末2台,14イ ンチ コ ン ト

ロール 端 末1台)に 映 し 出す 仕 組 み に な って い

る。 新 宿 住 友 ビル8階 に 設 置 され てい る ホ ス トコ

ン ピ ュー タHITACM-240H(COSMOS,

・COMET)と これ ら の端 末 機 器 は,日 本 電 信 電 話

公 社(60年4月 よ り株 式 会 社 に移 行)の 特 定 回線

で 結 ば れ て い る。

こ の他 に,大 会 議 室 に は ス ラ イ ド プ ロ ジ ェ ク

タ,フ ィル ム プ ロジ ェ クタ,X-Yプ ロ ッタな ど

の 設 備 が い ろい ろ用 意 され て い る。

開発 チ ー ムが,こ の電 子 会 議 の 開発 を進 め るに

当 って 設 定 した テ ー マは,次 の 通 りで あ った 。

(1)デ ー タ処 理 シ ス テ ム。

経 営 情 報 の提 供 の一 環 と して 考 え る こ と。

《2)モ デ ル ・シ ミュ レー シ ョ ン。

COMETの 機 能 と して シ ミュ レー シ ョ ンは

可 能 だ が,統 計 的 な分 析 が で き ない ので,そ

の充 実 を は か る。

《3)グ ラ フ ・表 の 必 要性(カ ラ ー化,グ ラ フ化)。

こ の テ ーマ を 追 求 しな が ら,開 発 チ ー ムは そ の

開 発 を 続 け て きた の で あ る。

この シ ス テ ム開 発 に よ って 次 の よ うな メ リ ッ ト

が 得 られ た 。

〈1)ペ ーパ ー レス の会 議 が 可 能 。

《2)同 一 画面 を見 な が ら討 議 が 進 め られ るの で,

出席 者 全 員 の意 思 統 一 が 図 りや す い 。

《3)資 料 が カ ラー化,グ ラ フ化 され て い るの で,

問題点の発見が早 く時間的なロスが少ない。

(4)コ ントロール端末の操作にライ トペンを使用

しているので,誰 にでも操作が可能で,し か

も説明担当者の必要とする資料を,す ぐに取

り出す ことができる。

メ ニ ュー の一 例 を紹 介 しよ う。

経営管理情報

1経 営管理 レポー ト

U男目

‖汚目

U男目

内

内

品

品

品

国

国

(ノ

・

?

●

?

・

?

・

?

・

売上金額の推移

営業利益推移

売上/付 加/利 益 推移

月別 売上推移

販売ルート別 売上高推移

?地 図 に よる統 計 資 料

?事 業 品 目ポ ー トフ ォ リオ

&表&グ ラフ

例えばライ トペンで"?品 目別 売上金額の推

移"の 項を選択 し,表 またはグラフの選 択 もす

る。次の画面のメニューはその項 目の範囲や時期

などの選択が可能である。最終的には,今,Top

Managementが 必要とするデータだけが,よ り

判 りやすい形でカラープロジェクタの画面に映し

出されるという仕組みになっている。

その他のメニューで,売 上実績情報検索から,

&製 品別 売上実績

&得 意先別 売上実績

&営 業所別 売上実績

&得 意先売上高 ベス ト300

などの各項目も国内 ・海外,月 ・半期 ・年別にメ

ニューが用意されている。

5実 際の機能と将来への展望

「電子会議システム」を開発 してい く段階で,
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多 くの技術的な障害が生じた。例えば,出 力関係

ではグラフ表示に重点を置いていたが,コ ンピュ

ータは本来数字を扱 うもので,四 則演算などが主

な活躍の場である。ところが コンピュータは,グ

ラフとい うビジュアルな情報を作 りあげるのが最

も苦手なモノなのである。例えばX軸 とY軸 があ

って,X軸 が売上高を示す とす る。それに"売 上

高"と い う漢字を入れ る。そこにデータを加えて

い くと,文 字 と文字が重なってしまうという現象

が起 こった りした。

またTopManagement自 身が,ど うい う情

報を欲しているのかが把握できていなかった り,

どんどん情報を出して くれ,と 言ったにも関わら

ず逆に情報量が多過ぎて混乱をまね くなどの事態

を引き起こす。提供する側が適度な量と範囲の情

報を選んで,TopManagementに 与えていかな

ければならないのである。

ここで実際に 「電子会議 システム」がどのよう

な形で役立っているのか,い くつか挙げてその価

値を検討してみよう。

コンピュータが企業経営の現場(会 議)に 直接

利用 され る一今までのステージでは企業内のデー

タベースを使い,プ ログラムを通じて加工 し,グ

ラフや表などを出力して会議での意思決定に役立

たせていた。しか し通信革命によって安 くて良い

品質の回線並びに付加価値とい う技術が,ユ ーザ

ーに提供されるようになる。そこでデータを企業

のグループがいろいろな部署で,デ ータベースを

使って作業を可能にしていった。

各作業内容を挙げてみよう。

i大 阪支店や札幌の営業所にいても,九 州の工場

の生産状況が リアルタイムに判る。

・東京物流センターの在庫のステータスが,今 ど

うなっているか,と いったことが各営業所の会

議における意思決定の判断情報になる。

・生産補助からみると,商 品の残高のステータス

をみて自分の生産計画を打ち出し,工 場の経営

に対 してインパクトを与えることができる。

・現在,海 外に拠点が多数あり,そ の比率は70%

前後に達 している。その海外の市場をどうフォ

ローしてい くか,と い う問題で,そ れに対して

在庫の状況,売 り上げ,販 売計画などの達成の

見通しがどうなっているか,と い う現況を即座

に知ることができる。

・オンラインによって各小売店の売 り上げを会議

の場で知ることも可能である。

・VAN等 が発達 し,外 部のデータベース(日 本

国内のVAN業 者のデータベース,海 外のデー

タベースなど)を 自由に知ることができる。

これらの各作業が企業内の会議の時間節約にも

な り,よ り充実した内容での検討が可能となるだ

ろう。

前述した情報システム部の松本和夫部長はこう

述べている。

「これからも開発の余地はた くさんある。今後

はモデ リング機能の充実に努め,よ りTopMa・

nagementの 意思決定に役立つ資料の提供を図っ

ていきたい。 このシステムは当面,経 営会議だけ

の利用であるが,将 来,各 事業部門の販売生産会

議などへの利用も検討申である。」

企業間の会議に画期的なシステムを打ち出した

カシオ計算機が,国 内の企業,ま た海外への進出

と今後もまた,独 自で開発 したツールを推進 して

い くこともそんなに遠い未来のことではない。 こ

れからのカシオ計算機の発展に,大 きな期待が寄

せられている。
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海外の話題

台 湾 の 情 報 産 業 と そ の 周 辺
一一一5回 めの情 報化 週 間一

撮 雑 損(YANG,WEI-TZEN国立 台 湾大 学教授)

5回 目を迎えた台湾の情報化週間

(図一1参照)

1980年 日本 を見 習 って発 足 した 台湾 の情 報 化 週

間(資 訊週)は,毎 年12月 の第2週 目に定 期 的 に

開催 され る 行事 とな り,去 年(1984)は5回 目を

迎 え,12月2日 か ら9日 迄,「 情 報 と生 産 性 」

(lnformationandProductivity)を テ ー マ と し

て,い ろ い ろ な行 事 が展 開 され た 。

この情 報 化 週 間 は経 済 部(日 本 の通 産 省 に相 当

す る)を 主 催 者 と し,そ の他 の政 府 部 門 と民 間 業 者

協 力 の もと に官 民 合 同 の形 式 を取 って い るが,経

費 と して経 済 部 は約30万 ドル(7,500万 円)を 補 助

して お り,事 務 局 は 毎年 資 訊 工業 促進 会(Institute

forInformationIndustry,略 称III又 は13)が

担 当 して い る。

主 要 行 事 は3種 類 に 分 け られ る。

(1)デー タシ ョウ

台 北 松 山 飛 行 場(国 内航 空 用)に あ る対 外 貿 易

協 会(ETRO)展 示 セ ンタ ーで 開 催 され た デ ー

タ シ ョ ウは 五 項 目の展 示 を含 む

● 主 題 ホ ー ル

これ は 大 型 の 立 体 図 面,図 表 及 び 文 字 を 使 っ

て,情 報 産 業 の現 状,未 来 の情 報 社 会 及 び 情 報 と

生 産 性 の概 念 を紹 介 して い る。

● 情 報 応 用 ホ ール(図 一2参照)

展 示 項 目 と参 加 者 は 次 の 様 で あ る。

A.生 産 自動 化:OAシ ス テ ムノ コ ン ピュ 一 夕

中 華 民 國
七 一←三 手 資 言礼遇

^L.∵c

資 言礼 與 ま 産 ノク

部引齋脈漁 獅 §鞭獣'84
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図一1台 湾情報化週間のポスター
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制 御 シ ス テ ム(日 本 の工 業 技 術 院 に 当 る工

業 技 術 研究 院提 供)自 動 倉 庫,ロ ボ ッ ト応

用,CAD/CAM等(経 済 部 に よっ て組

織 され た 産 業 界 の オ ー トメー シ ・ンを 指導

す る チ ー ム,自 動 化 服 務 団 提 供)等

B.経 営 の コ ン ビ_タ 化:文 献 蟻 器 ・ 会社

等 検索 シス テ ム(日 本 の科 学 技 術 庁 に 相 当

す る国 家 科 学 委 員 会 出 展),OAシ ス テ ム

(台 湾NEC),エ レ ク トロ ニ クス 会 議,

公 文 書 管 理 シ ス テ ム(III)等

C.人 力 品 質 と生 産性:CAIシ ス テ ム(師 範

大 学 等),CATVの 応 用(内 閣 のCATV

小 委 員 会)等

D.通 信 と生 産 性:FAX,VIDEOTEX

(電 電公 社 に 相 当す る 電 信 局),デ ィジ タ

ル 交 換 シ ス テ ム(Siemens)

E.国 防 と生 産 性:軍 需 品 生 産 管理 シス テ ム,

DSS等(国 防 部)

● 情 報 関 係設 備 ホ ール

国 内 外 の 情 報 関 係 会社155社 が 各種 各 型 の

コ ン ピュ ー タ シ ス テ ム,周 辺 装 置及 び ア プ リ

ケー シ ョン ソ フ ト等 を展 示 した 。

● 情 報 映 画 館

会 場 で 国 外(主 と して 日本 のJIPDECや

CICC等 の提 供 に よ る)の 情 報 応用 に 関 す

る映 画,例 えば 人 工 智 能,第 三 の 波,コ ンピ

ュー タ グ ラ フ ィ ックス,コ ン ピ ュ ー タ バ レ

ー
,コ ン ピ ュー タ応 用 の 現 況等 を 上 映 す る

外,情 報 化 週 間 の期 間 内に 台 湾 の テ レビ3局

が 毎 晩9時 よ り30分 間 これ らの フ イ ル ムを 上

映 し てい る。

● 情 報 用 品 書籍 販 売場

54会 社 が情 報 関 係 の書 籍 雑 誌,テ ー プ,デ

ィス ク等 コ ン ピ ュ ー タ附 属 用 品 を陳 列 販 売 。
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図一2生 産自動化をアピールするデ ィスプレイ

競

り

襯
∠
織

三

彩

ド

4
S

(2)セ ミナ ー と国 際 会議 の 開 催

台 湾 で は 情 報 化 週 間 と相 前後 して,隔 年 毎 に

全 国 コ ン ビ=一 夕 会 議(NationalComputer

Symposium,NCS),国 際 コ ン ピ ュー タ会 議

(InternationalComputerSymposium,ICS)

を開 催 し てい るが(偶 数 年 はICSに あた る),

今 回 のICSは 台湾 で もい ち早 く情 報 工 学 科 を

設 け,大 型 コ ン ピ ュ ー タを 導 入 し,CAIを 始

め た 淡 江 大 学 に よ って 主 催 され,19ケ 国か ら500

人 の参 加者 が 集 り,210篇 の 論 文 が 発 表 され た 。

学 術 会議 の外 に銀 行,保 険,貿 易等 の業 者 の

協 会 に よ りMIS,ア プ リケ ー シ ョン ソフ ト等

の セ ミナ ーが,い ろ い ろ な地 点 で23回 も開 催 さ

れ た 。

(3)情 報 応 用PR活 動

● 大 学 や専 門学 校(短 大)の 情 報 関 係 コー ス担
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当 教官 を59か 所 の高 校,7か 所 の 県庁 に 派 遣

して,情 報 の基 礎 知 識 に 関 す る講 演 を 行 な い,

質 疑 に 答 え た 。

● 大 学,高 校,中 学 の 三 部 に分 け,「 情 報 と生

産 性 」 を テ ー マ とす る演 説 コ ンテ ス トを地 区

別 予 選,準 決 勝,決 勝 三 回 に 分 け て 優 勝 老 を

決定 した。

● コ ン ピ ュー タ ソ フ トウエ ア デ ザ イ ンの コ ンテ

ス トを 大学,短 大,高 校,実 業 高 校 の4グ ル

ー プに 分 け て 開 催 した 。参 加老 は情 報 系学 生

と非情 報 系 学生 に分 け られ,各 校 の各 学科 を

単 位 と し,1単 位 は1チ ー ムに 制 限 さ れ た

(各 チ ー ムの人 数 は3～4人)。 試 合 はBAS

ICの 筆 記 試 験 で予 選 を 行 な い,24チ ー ム取

って決 勝 を行 な った 。 こ の コ ンテ ス トは 非 常

に評 判 が よ く,参 加 者 は200チ ー ムを 越 え る

盛 況 ぶ りで あ る。

決 勝 に 際 して 各 チ ー ムは製 図機 能 を有 した

マ イ コ ン シス テ ム(32K以 上,CRT,キ ー

ボ ー ド,プ リ ンタ ー又 は カ セ ッ トテ ー プ機 を

有 す る)を 自 ら具 備 す る こ とに な って い る。

そ の決 勝 の題 目の1例 を 挙 げ よ う。

大 学 組A,B二 電 車 がX(m)離 れ て各 毎 秒

Y(m)とZ(m)の 速 度 で 向 い合 っ て進 んだ

時,ス ーバ マ ンSがA車 か ら毎秒W(m)の 速

度 でB車 に飛 び移 り,B車 に タ ッチ した途 端

す ぐA車 に 飛 び 返 る,こ の よ うな操 作 を 何 回

か く り返 して い る内,雨 車 の 間 隔 が2mに な

った 時,ス ーパ ー マ ンは 両 腕 を 伸 して 両 軍 を

停 車 させ た,こ の ス ー バ マ ンは 何 回 電 車 間 を

往 復 した か?毎 回 彼がA車 やB車 に タ ッチ し

た情 況及 び位 置 を プ リンタ ーに よっ て打 ち 出

せ 。(全 体 の 配点 の15%)

● 今年 始 め て優 秀 情 報処 理 人才 の選 抜 制 度 が開

始され,学 界,官 庁や産業界で優れた業績の

あった人が10人 選抜され表彰を受けた。

今年のテーマとして生産性が取 りあげられた理

由として,過 去2回 のエネルギー危機 を 迎 えた

後,台 湾の生産性の向上は,人 件費の上昇に比べ

て少ないので,外 国との産業における競争力が弱

まって来たためである(1977年 から1983年 の間人

件費は年平均15%上 昇したのに対 して生産性は僅

か8%し か向上 していない)。 それゆえ経済部は

「生産性全面的向上運動を発起し,政 府,民 間の

力を結合して工業転換(労 働力集約型→技術集約

型)期 に適応し,経 済の発展を促進しようと図っ

ている。

情報技術によって工場や事務の生産性を高める

外に,な るべ く機械的,危 険性や退屈性のある仕

事を機械に任せ,知 識性,判 断性,創 意性のある

仕事を人間にやらせるとい う人間価値の強化をも

意図している。

図 一3 情報技術と生産性⑳関係

資訊科技與生産力的鯛係

⊥_,ド パ ご

iti磯回動くパ

ピ ご 三ノ

工額田瀕侮 にぷ

皆1窪電 脳{ヒ

領 主,薬方

入 撒〕紫斑

興・空漠 フコ

通話 爽

生 産フ三

鯛公室 自働 化 ミぷ:軟 艘 生産 日動{ヒ

:鷺ぴ 舜:助襲轍cぷ 〉総騰醜 邸s熟 ぶぐ梅 電賭蝿 助散嚇lc三"

霞 蕊{繊 測試(ξ ふT:管 理 資ま}、※統 ミ∨iこ〕電限灘 元い ノicie',ovl.,〈1

沢冥 支援 鞭統Os蟻

;

t釣 篭焉 唆

11

ド 　 　 　　コ
;躍 窓 口 領1
ヲ オ

1階 級 的 生{
1産 月}
」__」

　 の　 らロ　 　 へ

声 猷 刀 泡轟ほ 軟膜{

紙 質興 敗箪}
_^^____垂

公衆韻媛戯理

局部匿$戯網路

紺屋通説

声三 ♂
1的 品質 興}

恒」



35

各 階 層 に お け る生 産 性 を 向上 し よ うと して中 国

生 産 性 本 部 は 「生 産 性 とは 何 か?」 とい うテ ーマ

で 標 語 を募 集 し,5,600余 の 中 か ら30の 優 秀f乍品

を 選 び 出 し,ポ ス タ ーを 作 った が,そ の数 例 は 次

の 様 で あ る。(中 国文)

● 軽,薄,短,少 的 投 入,快,廉,精,多 的産

出

● 「生 」 産 技 術 創 新,「 産 」 品 品 質 精 進,「 力」

量 総 体 発 揮

● 科学 化 的 管理,企 業 化 的経 営,国 際 化 的 生

産 。

3台 湾の情報産業

台 湾 で は1982年 か ら情 報産 業 を 戦略 的 産 業 と し

て,鋭 意 そ の発 展 に 力 を注 い で い るが,こ こ数 年

の進 歩 は 目覚 ま しい。1979年 ミニ コ ン以 上 の 台 数

は463台 で あ った が,1983年 に は1656台(3倍 余

り)に 増 え て い る,情 報 関 係 の要 員 も1979年 の

8,024人 に対 し,1983年 に は19,103人(2.38倍)

になっている。

情報産業は二大(産 業関連効果 と市 場 発 展方

人),二 高(付 加価値 と技術集約度が高い),二 低

(エネルギー消費と環境汚染度が低い)の 条件を

満足し,資 源に乏しく,人 口密度の高い台湾にも

っとも適 した産業 と言えるが,発 展に際 して次の

様な問題点を克服 しなければならない。第1に 小

企業が多 く,有 限の人力を分散しているので,そ

の統合化を謀らなければならない。第2に 関連工

業の基礎が薄弱であるため,加 工形態をなかなか

離脱できない,殊 に電子部品工業精密機械,光 電

子等産業技術を早 く向上する必要がある。第3は

マーケッティングの機能が弱 く,新 製品を売 り出

すことが困難である。第4は 現行の行 政 シ ス テ

ム,法 令が新しい産業の推進について い か れ な

い。現在台湾の情報産業は主としてOEMの 方式

でマーケットに氾濫 している製品を生産している

が,付 加価値が低 く,ラ イフサイクルも短かいの

で,早 く台湾に適応した独自性のある製品を研究

開発する事が急務である。(図 一4参照)

ew-・4
・台湾情報産業}989年 の 目標(売 上げが世界の2%)
'我

国資訊工業78年推勤目標圏:云(閣鹸1懸 ▽ 幻
己 万 トミ㌧・

`"』 ㍉
.㌣ 随.○ ・・

資 料 來源:資 訊工 業策遮 自
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会員サロン

斬 新 な 発 想 と シ ス テ ム

高度情報化社会における我が社の対応

日本ユニパ ック(株)

広報部情報センター 所長 菱 山 健 一 郎

・高 度 情 報 化 社 会 を迎 え て 一

日本 最 初 の コ ン ピ ュー タUNIVAC120を 導

入 した のが 昭 和30年,今 年 は ち ょ うど30周 年 に 当

る。U-120は,数 字120桁 を 記 憶 し,加 減 算 を10

ミリ秒,乗 除 算 を50ミ リ秒 で こな した 。 当 時 と し

ては これ が 素 晴 しい 速 度 と して,新 聞 ・雑 誌 等 で

喧 伝 され て,官 公 庁,企 業 等 へ,た ち ま ちの うち

に 導 入 され,96台 を 数 え る に 至 った 。 今,思 え

ば,こ れ が 日本 の 情 報 化 へ の 幕 開 け で あ った 。 そ

れ か ら5年 後 の昭 和35年 に は,コ ン カ レン ト ・オ

ペ レー シ ョ ンの,UNIVAC∬Lリ ア ル タイ ム・

シ ス テ ム のUNIVAC490,初 め て ナ ノ ・セ カ

ン ドの演 算 を 実 現 したUNIVAC1107な どを 発

表 し て,多 くの企 業 に ご採 用 い た だ い た 。 「情 報

化 時 代 」 の文 字 が 目に つ き 「コ ン ピ ュー トピア」

な る造 語 を 生 んだ の も,こ れ ら の シ ス テ ムの 誕 生

が 契 機 で あ った 。

今 日で は,パ ソ コ ンに まで コ ンカ レン ト機 能 が

取 り入 れ られ つ つ あ り,ま た,同 一 事 業 所 内 とい

う限 定 され た リア ル タ イ ム処 理 も,専 用 回 線 に よ

る一 企 業 内,さ らに,中 小 企 業VANへ と拡 張 さ

れ,今 や 通 信 回線 の 自 由化 を迎 えて,異 業 種 間,

同業 種 間,企 業 グル ー プ間 等 の ネ ッ トワー ク化 が

続 々 と名 乗 りを 上 げ て お り,い ま さ らな が ら,感

慨 を 深 く して い る。 「情 報 化 時 代 」 は,'い よい よ

「高 度情 報 化 時 代 」 へ 脱 皮 す る時 を 迎 え てお り,

新 しい 時 代 を 如何 に読 み,如 何 に対 応 し 自分 の土

俵 と して 勝 ち抜 い て行 くか,正 念 場 で あ る。

・U&Uを 基本精神に

私 どもは,こ うした激変する時代の背景を根底

から担え,総 合情報システムを構築,提 供する者

として確固たる自覚を持ち,高 度情報化時代に適

応 していこうとするユーザーのご要望にお応えで

きる体制を整え,新 時代においても確固たる企業

として,U&U(ユ ーザーズ&ユ ニパ ック=お 客

先の繁栄あってこそのユニパ ック)の 精 神 の も

と,活 動することを基本精神としている。

具体的に,私 どもが用意 している高度情報化時

代に対応するシステム群のうち,注 目されている

ものを挙げてみよ う。

1)ビ デオテックス

① テ リドン(NAPLPS方 式)

② キャプテン(CAPTAINPLP方 式)

2)VANサ ー ビス

3)デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス

4)LAN構 築

5)ANSERシ ス テ ム/パ ン クPOS

6)新 フ ァ ク シ ミ リ網 サ ー ビス

7)テ レ ッ クス端 末 機 サ ポ ー ト

8)高 速 デ ジ タル伝 送 サ ー ビス

9)テ レ ビ会 議 サ ー ビス

10)統 合OAコ ンセ プ トに基 づ くOA構 築 サ ポ ー

ト

11)FAを トー タ ル的 に 把 えたALPFAコ ンセ

プ トに基 づ くFAシ ス テ ム

12)ス ーパ ー ソフ トMAPPER



13)マ シ ン室 の設 備 と設 計 のサ ポ ー ト

14)コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム の無 人 化 自動 運 転 シ

ス テ ム

15)本 格 的 コ ン ピ ュー タ ・ア ニ メ の シ ス テ ムAN

TICS

そ の ほか,来 るべ きINS本 番 に 備 え て の企 業

内INS計 画 と実 施 サ ポ ー ト,CAI/CMIを

パ ソ コ ンで実 現 した 「コ ン ビ ュー デ ン ト」 な ど,

最 近 の ニ ュ ー メ デ ィアか ら来 るべ き高 度 情 報 化 時

代,INSの 時 代 にふ さわ しい 各 種 シ ス テ ムを 構

築 で き る体 制 を整 え て い る。

・具体的な商品例

これ ら の中 か ら,い くつ か を ご紹 介 した い 。

1)ビ デ オ テ ッ クス

既 に ご承 知 のNTTの キ ャ プ テ ン ・サ ー ビスに

DF(外 部 型 情 報 セ ンタ),IF(間 接 型 情 報 セ ン

タ),INC(情 報 入 力 セ ンタ)い ず れ もが,簡

単 に 情 報 提 供 者 と して 加 入 す る こ とを 可 能 とす る

「VIDEOTEX1100」 とい う ソフ トウエ アを

提 供 し てい る。

一 方
,テ リ ドン ・シ ス テ ムは,企 業 内 ビデ オ テ

ヅク ス ・サ ー ビス と してOAシ ス テ ム と連 動 して

使 用 した り,地 域 に 密 着 した 情 報 サ ー ビ スに 向 い

て お り,特 に 画 像 表 現 の 豊 か さは 魅 力 的 で あ る。

2)ANSERシ ス テ ム

従 来 のANSERシ ス テ ムの機 能 を拡 充 し,ブ

ァ ク シ ミ リや ビデ オ テ ッ クス網 と接 続 して,音 声

に よ る問 合せ 通 知 だ け で な く,キ ャ プテ ン端 末機

等 か らの 問合 せ 通 知 や フ ァ ク シ ミ リに よ る通 知 を

行 うもの で,「ANSER1100」 と呼ぶ ソ フ トウ

エ ア ・パ ッ ケ ー ジを 開 発,提 供 して い る。

3)ス ー パ ー ソ フ トMAPPER

テ レ ビ ・コマ ー シ ャル で お馴 み の 「マ ヅパ ー」。

汎 用 大型 機UNIVAC1100向 きに 開発 され,現

在 で は,シ リーズ1100の ほ か に シ リーズ80向 け,

さ らに は,'MAPPER6,MAPPER11な ど

の 専 用 機 も用 意 す るな ど,ユ ーザ ーの選 択 に広 く
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応 え られ る よ うに な っ てい る。

特 長 は,キ ャ ビネ ッ ト型 の リ レー シ ョナル ・デ

ー タベ ー ス機 能 を もち,簡 単 な 会 話 型 コ マ ン ドで

オペ レー シ ョ ンで き るた め,エ ン ド ・ユ ーザ ーは

自分 で シ ス テ ム開 発 で き る ことで,全 くの ユ ーザ

ー ・フ レ ン ド リー な言 語 とい え る。

4)ユ ニパ ッ ク統 合OA

私 共 は,OAシ ス テ ムを,た だ 単 に 目先 の こ と

に と らわ れ ず,長 期 的 社 会 的 技 術 的 視 野 の も と

に,し か も現 環 境 に 順 応 す る よ うに ス ム ー ズに 移

行 で き る よ う,確 固 た る コ ンセ プ トの も と 「統 合

OA」 を 進 め てい る。

既 ち,次 の5つ の 視 点 で 把 え て い る。

① 人 と組 織 と シ ス テ ムの 統 合

② 既 存 シス テ ム との 統 合

③ 距 離 と時 間 の統 合

④ メ デ ィア の統 合

⑤ ユ ーザ ー ・イ ン タ ー フ ェ ー スの 統 合

これ らの 視 点 に対 応 して,私 ど もは,ト ー タル

・シ ス テ ム ・サ プ ライ ヤ と して,OAシ ス テ ムを

構 成 す る あ らゆ る機 能 を,調 和 と創 造 の も とに提

供 し てい る。 前 述 の テ リ ドン ・シス テ ムやMAP

PERな どは,そ の中 枢 と して 活 用 で き る もの で

あ る。

5)FAの 統 合 化ALPFA

私 ど もで は,OAと 同様,FAの 世 界(CAD,

CAM,MCS,FMS)で も,技 術 的 に 裏 打 ち

され た コ ンセ プ ト 「ALPFA」 を 有 し,そ れ を

ベ ー ス にFAシ ス テ ム構 築 を 提 案 して い る。

例 え ば,FA化 が 進 む に つ れ て,シ ス テ ム の複

雑化,試 行 の 困難 を伴 い,ま た,総 合 的 な 理 解 や

.評 価 も必 要 とな る。ALPFAは,こ うした 問 題

に対 し,シ ミュ レー シ ョ ン技 術 を 提 供 して い る。

以 上,は なは だ 概 括 的 で は あ るが,最 近 の 企 業

を と りま く環 境 の革 命 的 変 化 に 対 応 で き る よ う,

常 に 斬新 な発 想 と シ ス テ ム群 を我 が 社 が 用 意 して

い る こ とを述 べ させ て頂 い た。
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◇産業情報化推進センター設置,

60年度事業計画など承認

一第2 ,3回 理事会一

さる2月27日,本 年度第2回 理

事会が開催され,産 業の情報化を

推進するため当協会付属機関とし

て,産 業情報化推進センターを設

置することが承認された。

また,3月15日 に第3回 理事会

が開催され,昭 和60年 度の事業計

画及び収支予算が承認 された。主

な事業計画は次の通 りである。

〔調査 ・研究 ・開発〕

1.高密度通信処理における分散情

報統合利用 システムの研究開発

2.産業の情報化に関す る制度問題

の調査研究

3.ナ ンライン利用状況に関する調

査研究

4.情報化基盤整備に関する調査研

究

5.海外の情報処理及び関連法制度

等に関す る調査研究

6.自 然言語のコンピュータ解析用

辞書に関する調査研究

7.ソ ブトウェア開発 ・運用の高度

化 ・効率化方法に関す る調査研

究

8.地域内オンラインネットワーク

による情報流通 システムに関す

る調査研究

9.マ イクロコンピュータの応用に

関する調査研究

10.セ キュリティ対策に関す る調

査研究

11.受 託調査 ・研究 ・開発

〔教育〕

1.上級情報処理技術者の教育

2.中小企業のための情報処理教育

3.身体障害者のための情報処理教

育

4.調 査研究活動

5.普及啓蒙活動

〔コンサルテーション,啓 蒙,普

及〕

1.コ ンサルテーション

2,シ ンポジウム等の開催

3.情報化月間行事

①総合広報の実施

②展示会の開催(地 方5都 市)

③情報化国際講演,討 論会の開催

④講演会の開催(地 方6都 市)

4.国際交流

5.広 報

6.会 員に対するサービス活動

〔情報処理技術者試験〕

〔産業の情報化推進〕

1.産業の情報化に関する各種調査

研究事業

2.産業の情報化の促進のための普

及啓蒙事業

3.ビ ジネスプロトコルの標準化の

推進のための事業

◇情報処理に関するシンポジウム

本年度第3回 シンポ ジ ウ ムを

「成功例に見るニューメディア活

用例一高度情報化社会におけ る経

営戦略一」をテーマに大阪におい

て開催。

日時:昭 和60年3月29同(金)

10時 ～16時30分

会場:大 阪科学技術センター

内容:事 例 発 表

「ヤ マ ト運 輸 の ネ ッ トワ

ー ク シス テ ム」

「㈱ フ ァル マ の ネ ッ トワ

ー クシ ス テ ム」

ま と め

「高 度 情 報 化 社 会 にお け

る経 営 戦 略 」

◇NCC'85参 加 と米 国 情 報 処 理 産

業 調 査 団

7月15日 か ら4日 間,米 国 シ カ

ゴで 開催 され るNCC'85の 参 加 と

米 国 情 報 処 理 産 業 の 視 察 を 行 うエ

グゼ クテ ィブ のた め の調 査 団 の参

加募 集 を行 って い る。

ス ケ ジ ュ ール は,7月14日 ～28

日 まで で,NCCに 参 加後,ニ ュ

ー ヨー ク,サ ンフ ラ ンシ ス コ等 で

特 別 セ ミナ ー,米 国情 報 処 理 産 業

の 代表 的企 業 等 を訪 問す る予 定 。

参 加 費 用 は99万5千 円(た だ し,

賛 助 会 員,関 係 団体 会 員 は97万5

千 円)

お 問 合 せ,お 申 込 みは 当協 会 技

術 調 査 部(434-8211内 線538)ま

でo

昨年10月21日 置実施された昭和

59年 度情報処理技術者試験の合格

者がさきに発表されたが,そ の概

要は次のとお りである。

1.今年度の合格者数は,特 種(シ

ステムエンジニア),第1種(シ ニ

アプログラマ),第2種(一 般プロ

グラマ)合 わせて19,840人 で昨年

の35%増 となった。
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また,受 験 者112,546人 に 対 す

る 合 格 率 は,17.6%oと な っ て い る。

特 種 第1種 第2種 合 計

応募者14,42939,559120,944174,932

受 験者8,44024,45579,651112,546

合 格者9903,59715,25319,840

合格 率(11.7)(14.7)(19.1)(17.6)
%

2.合 格 老 の平 均 年 齢 は,特 種31.7

歳,第1種26.0歳,第2種23.7歳

と な って い る。 特 種 の 最 年 長 合 格

老 は,渡 辺 俊彦 さん(54歳,日 本

化 薬 ㈱ 勤 務),第1種 の 最 年 少 合

格 者 は,千 葉 の 細 谷 毅 君(14歳,

千 葉 大 学 付 属 中学 校3年),最 年

長 合 格者 は東 京 の 菊地 武 弘 さ ん

(60歳,日 本 特 殊 塗 料 ㈱ 勤 務),第

2種 の最 年 少 合 格 者 は 東 京 の大 沢

康 泰 君(14歳,成 践 中 学 校3年),

最 年 長合 格者 は奈 良 の村 田香 久 男

さ ん(68歳,村 田技 術 士 事 務 所 勤

務)と な って い る。

3.地 域 別 に は,東 京 地 区 が11,430

人 と全 体 の57.6%を 占め てお り,

合 格 率 を み る と,東 京(19.1%)

四 国(17.9%),仙 台(17.4%)と

な って い る。

4.合 格 者 の う ち女 性 は 特 種30名,

第1種248名,第2種2,683名 の 合

計2,961名 で,前 年 度 に 比 べ51%

増,合 格 者 に 占 め る比 率 は15%と

な って お り,女 性 の大 幅 な 躍 進 が

特 徴 的 で あ る。

5.本 試 験 は,身 体 障 害者 に対 して

も積 極 的 に受 験 の機 会 を 確 保 して

き てお り,特 に56年 度 か らは 視 覚

障 害 者 の た め 点 字 試験 を実 施 して

い る。 本 年 度 初 め て実 施 した 第1

種 に長 岡英 司 さ ん(33歳,国 立 職

業 リハ ビ リテ ー シ ョ ンセ ンタ ー勤

務),石 田透 さん(31歳,㈱ 千 葉

電 子 計 算 セ ンタ ー勤 務)が 合 格 し

た 。 また,第2種 に 細 谷 裕 信 さん

(23歳,国 立 職 業 リハ ビ リテ ー シ

ョ ンセ ンタ ー)が 合 格 した 。59年

度 まで の合 格 者 累 計 は 第1種2

名,第2種6名 で あ る。一
◇ 「マイクロコンピュータ応用シ

ステム開発技術者試験」昭和60年

度中に実施の予定

当協会ではマイクロコンピュ_

タ基本問題委員会において,昭 和

56年 度からマイクロコンピュータ

応用 システム開発技術者の育成策

について種々検討を進 め て 来 た

が,そ の成果を踏まえて標記試験

を実施することとなった。

なお,当 委員会においてとりま

とめた試験要領(案)は 次 の とお

り。

マイクロコンピュータ応用シス

テム開発技術者試験要領(案)

1.試 験の目的

マイクロコンピュータを組込む

ことによって機能の向上を図った

システムは,す でにあらゆる産業

分野に浸透 している。 このような

マイクロコンピュータ応用システ

ムを開発する技術者,あ るいはシ

ステムの活用を推進す る技 術 者

(以下「システム技術者」という。)

の育成は,わ が国産業の高度化に

とって欠 くことのできない重要課

題}こなっている。

本試験制度は,か かる技術者の

社会的認知を確立することによっ

て,シ ステム技術者の技術水準向

上への努力に指針とはげましを与

えるものである。

2.試 験の意義

① システム技術者としての技

術水準を示す。

② システム技術者の技術の向

上を刺激する。

③ システム技術者としての採

用基準を与える。

④ システム技術者の拡充の一

手段とする。

3.試 験の対象者

とくに制限はないが,主 たる対

象者として以下の者を想定する。

① マイクロコンピュータ応用

システムの研究または開発に従事

す る技術者。

② マイクロコンピュータ応用

システムを発注し,そ れを運用す

る技術者。

③ 学生お よび生徒。

4.試 験の区分および合格者たつ

いて想定するレベル

①初級技術者…OJTが 受けら

れる程度の基礎的な知識を有

する者。(マ イクロコンピュ

ータおよびその応用 システム

全般について基本的な知識を

有する者。)

②中級技術者…技術者として自

立 して行ける者。(基 礎的知

識については,ほ ぼ全域にわ

たって精通するとともにかな
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りの領域について専門的な知

識を もち,仕 様を与えられて

システムが構築できるような

技術者。)

③上級技術者…専門的な技術知

識に加え管理技法の知識を有

し,プ ロジェク トリーダにな

り得る者。(中 級技術者と同

程度の知識に加えて,シ ステ

ム構築の高度な技術およびプ

ロジェクトチームを統括する

管理技法の知識を有し,か な

りの実務経験を併せて有する

技 術 者 。)

5.試 験 の種 類,課 目お よび 内容

マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ応 用 シ ス

テ ム の 開発 に 当 っ て は,1人 の技

術 者 が ハ ー ドウ ェア お よび ソフ ト

ウ ェア の設 計 ・開発 に携 る の み な

らず シス テ ム全 般 に わ た る知 識,

技 術 を 必 要 とす る。 そ の た め,本

試 験 に お い て は,一 マイ ク ロ コ ン ピ

ュー タの ハ ー ドソフ トお よび 周 辺

技 術 に 加 えて マ イ ク ロ コン ピュ ー

タ応 用 のた め の シ ス テ ム技 術 全 般

につ い て問 うこ と とす る。

試 験 の 種 類
課 目

①基礎課目 ②高度課目 ③専門課目

初 級101一 一

中 級 OlO 一

上 級 ○ OlO
① 基礎課目…全領域にわたっ

た基礎知識の問題

② 高度課 目…ソフトウェアま

たはハードウェアの選択および共

通問題

③ 専門課目…課題論文の作成

および面接

6.受 験の資格

特になし。ただし,中 級,上 級

受験者に対しては,一 部試験課目

の免除あり。

① 中級受験者…すでに初級に

合格 している者には基礎課 目免除

② 上級受験者…すでに初級に

合格 している者には基 礎 課 目免

除。中級に合格 している老には専

門課目のみ。

編集後記

◇さまざまな思惑を秘めて電気通

信事業の自由化が,い よいよ本番

を迎えました。これまで名乗 りを

あげた各社の構想も,か な り明確

になってきたようです。今後,超

大企業の新電電と,こ れらの 「第

二電電」各社が入 り乱れての競争

が激化することでしょうが,そ れ

が結果的に利用者一 国民の利益

につながれば自由化は成功です。

◇海外の話題では台湾の情報処理

の近況をお伝えしました。国を挙

げて情報化の推進に取 り組む熱意

が うかがえます。お隣 りの中国,

韓国,そ して東南アジア諸国もピ

ッチをあげてきているようです。

◇情報処理の相互運用惟一 いわ

ゆるインターオペラビリティを確

立するためには,い ろいろな問題

が山積していますが,ニ ューメデ

ィアやOAが,ほ んとうに個人の

ベースで利用されるためには,こ

れを避けて通れません。技術的に

も困難が多いと思われますが,そ

こは 「衆知と英知」で解決してい

ってほしいと思います。 ときは,

いま科学博。
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第19回 S E 養 成 コ ス

本 コー スの 目的 は,シ ステ ム ・エ ン ジニ ア の養 成 に あ

ります 。す な わ ち,シ ス テム ・エ ン ジニ ア とし て必 要 な

(1)問 題 の 所 在 を明 確 に し,解 決 に 必 要 な最 適 シ ステ

ム を 、乞棄 し.提 案 す る。

(2)提 案 シ ステ ム を実i]:llr能 な実 際 シ ステム と して 具

体 化 す る 。

(3)チ ー ム 活動 に必 要 な指 導 力 と協調 性,

な どの 能 力を,短 期 開 に,体 系 的,実 践 的 に 習 得 し,あ

わせ て,必 要 な関 連 知 識 を 獲得 して い ただ くこ とに あ り

ます.

■特 長

レ シ ステ ム の 設計]ヨll口と して,実 体 シ ス テム(実 務 シ ス

テム)→ 情 報 シ ステ ム→EDPシ ステム とい う順 序 で』

ブ レー ク ダウ ン し てい く方法 を採 用 、 この 方法 は

(1)ま ず.シ ステ ム の 目的、 機能 を明 確 に し,こ の 目

的 を達 成す る シ ステム の 設 計 を 目指 す、

(2)「 目的達 成 の あ るべ き姿,す なわ ち,H標 シ ステ

ム を追 求す る」 とい う演繹 的 なア プ ロー チ をi:体 的

な思 想 と して い る。

(3)"全 体 シ ステ ムか ら個 別 シ ステ ム へ"と い う トッ

プ ダウ ン ・ア プ ロー チ を採 用。

とい う特 長 を もっ てお り,経 営 者,あ る いは 業務 部 門

の 方釧 や 目的 に の っ と って、 新 しい シ ステ ムの 設 計や

現状 シ ス テム の抜 本 的 な 改 善がU∫能 に な ります 。

レ2泊3日 の2度 の合 宿 実 習 で,受 講 者は4～5名 の チ

ー ム に分 か れ
、 綿 密 に 作 成 され た ケー ス を も とに,ワ

ー クシー トを使 いな が ら、 実 体 シ ステ ム設 計,情 報 シ

ステム 設 計 の実 習 を 集中ll(」に 実 施。

■研修期間

■研 修 科

■講師

江村潤朗

岡部正文

小泉 澄

島田達巳

廣松恒彦

古谷哲雄

前川良博

S60。5.7～60.9.17

毎 週 火 ・水 曜 討'35回

38万 円(テ キ ス ト,合 宿 宿 泊 費 含 む)

日本ア イ ・ピー ・エ ム㈱

日本鋼 管㈱

東 和 コン ピュー タマ ネジ メ ン ト

横 浜 商 科 大学

シ ス テム ・リサ ー チ ・ラボ ラ トリー

菱 陽 商 事㈱(日 本 大学)

横 浜 商 科 大学

■ 講 義 内 容

1.本 コ ーー ス の 狙 い と構 成 、 そ の 進 め 万

2.シ ス テ ム と情 報 と コ ン ヒ.'1、一一タ

3.シ ス テ ム 設,;1'とSErの 役 割

4.情 報 シ ス テ ム と コ ン ヒ"t.一 ータ

5.会 計'情 報 シ ス テ ム の 実 際

6.シ ス テ ム 監 査 と そ の 動 向

7.オ フ ィ ス ・オ ーート メー シ ョ ン

8,シ ス テ ムfヒ 推 進 とプ ロ ジ ェ ク ト ・マ ネ ジ メ ン ト

9.シ ス テ ム 設 計 のr順 とそ の 進 めJi

10.コ ミJl.ニ ケ ーーシ ョ ン 技 法

11.実 体 シ ス テ ム の 分 析 技 法

12,'1吉W乏 ↑寸∫里と'1青目乏a)i,9'in

13.経 営 情 報 シ ス テ ム と 経 営 科 学

14.シ ス テ ム 評 価 技 法

15.実 体 シ ス テ ム の 設 計
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1
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第1回 合宿実習 実{本シ ステム設計の実習

シ ステ ム設 計 の チー ムに よる 意思 統 ・

シ ステ ム 目的 の 設定 と提 案 シ ステム の 設計

発表 と討 議,評 価

16.実 体 シ ステム 設 計の 見 直 し完 成

17.情 報 シ ステム の 設 計

2

51

第2回 合宿 実 習 ↑1lf報シ ステ ム設 計 の 実 習

〔1)情 報 シ ステ ム 設 計 と 自動 化の 検 討'

(2)マ ン ・マ シ ン情 報 シ ステ ムの 設 計

(3)資 …表 とぱ寸1論、 詞三{1爾

18.情 報 シ ステ ム 設計 の 見 直 し完 成

19.EDPシ ステ ム設fi.卜

20.オ ン ラ イ ン ・シ ステ ム

21.回 線 と ネ ッ トワー ク

22.デ ー タ ・ベ ー ス

23.分 散 処理

24。 ソ フ トウ ェ アの 現状 とその 可能 性

25.ハ ー ドウ ェ アの 現状 とその 可能 性

26.情 報 処理 部 門の 今 後の 課 題 と方向

2

4

2

2

2

2

2

2

2

醐
(財)日 本情 報処 理開 発協 会

情報処理研修センター
※講座 案 内 ご請求 、お問 い合 わせ ば上 記へ

東 京 都 港 区 浜 松 町2-4-1

世 界 貿 易 セ ン タ ー ビ ル7F
'電

li舌03(435)6506・6510

FAXO3(435)6505〒105
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本誌は 日本 自転 車振 興会か ら競輪収益の'部 であ る機械1:業 振興

資金の補助 を受 け情 報処理に関す る普及促進補 助 事業の ・環 と し

て発行す る もの です。
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